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平成 17年度 第１１回あわら市議会 定例会 

 

第 １ 日 

平成１７年９月１３日（火） 

午後１時１０分 開 議 

 

１．議長開会宣告 

１．市長招集挨拶 

１．開議の宣告 

１．諸般の報告 

１．行政報告 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定 

日程第 ３ 議案第５６号 専決処分の承認を求めることについて（平成１７年度あわ 

ら市一般会計補正予算（第３号）） 

日程第 ４ 議案第５７号 平成１６年度あわら市一般会計歳入歳出決算の認定につ 

いて 

日程第 ５ 議案第５８号 平成１６年度あわら市国民健康保険特別会計歳入歳出決 

算の認定について 

日程第 ６ 議案第５９号 平成１６年度あわら市老人保健特別会計歳入歳出決算の 

認定について 

日程第 ７ 議案第６０号 平成１６年度あわら市金津雲雀ヶ丘寮特別会計歳入歳出 

決算の認定について 

日程第 ８ 議案第６１号 平成１６年度あわら市公共下水道特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

日程第 ９ 議案第６２号 平成１６年度あわら市農業集落排水事業特別会計歳入歳 

出決算の認定について 

日程第１０ 議案第６３号 平成１６年度あわら市モーターボート競走特別会計歳入 

歳出決算の認定について 

日程第１１ 議案第６４号 平成１６年度あわら市水道事業会計決算の認定について 

日程第１２ 議案第６５号 平成１６年度あわら市工業用水道事業会計決算の認定に 

ついて 

日程第１３ 議案第６６号 平成１６年度芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算の 

認定について 

日程第１４ 議案第６７号 平成１６年度芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算に 

よる剰余金の処分について 

日程第１５ 議案第６８号 平成１７年度あわら市一般会計補正予算（第４号） 
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日程第１６ 議案第６９号 平成１７年度あわら市国民健康保険特別会計補正予算 

（第１号） 

日程第１７ 議案第７０号 平成１７年度あわら市金津雲雀ヶ丘寮特別会計補正予算 

（第２号） 

日程第１８ 議案第７１号 平成１７年度あわら市工業用水道事業会計補正予算 

（第１号） 

日程第１９ 議案第７２号 あわら市バス事業に関する条例を廃止する条例の制定に 

ついて 

日程第２０ 議案第７３号 教育に関する事務の委託に関する協議について 

日程第２１ 議案第７４号 市道路線の認定について 

日程第２２ 議案第７５号 福井県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体 

の数の減少、同組合規約の変更及び財産処分について 

日程第２３ 議案第７６号 福井県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体 

の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２４ 議案第７７号 福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する地 

方公共団体の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２５ 議案第７８号 福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する地 

方公共団体の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２６ 議案第７９号 福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団体 

の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２７ 議案第８０号 福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団体 

の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２８ 一般質問 

 

 

 

出席議員（２２名） 

１番 八 木 秀 雄     ２番 笹 原 幸 信 

３番 大 下 重 一     ４番 山 川 知一郎 

５番 山 口 峰 雄     ６番 北 島   登 

７番 関 山 博 夫     ８番 向 山 信 博 

９番 坪 田 正 武    １０番 篠 﨑   巖 

１１番 石 田 則 一    １２番 丸 谷 浩 二 

１３番 牧 田 孝 男    １４番 卯 目 ひろみ 

１５番 宮 崎   修    １６番 穴 田 満 雄 

１７番 山 川   豊    １８番 海老田 州 夫 

１９番 見 澤 孝 保    ２０番 東 川 継 央 

２１番 橋 本 達 也    ２２番 杉 田   剛 
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欠席議員（なし） 

 

 

 

地方自治法第 121 条により出席した者 

 市    長  松 木 幹 夫    副 市 長  坪 田 雅 一 

 教 育 長        児 島 博 光    総 務 部 長  伊 藤 清 明 

 市民生活部長  山 田 重 喜    福祉保健部長  清 水 芳 文 

 経済産業部長  小 林 幸 夫    土 木 部 長  神 尾 秋 雄 

 教 育 次 長  吉 村 幸 夫    芦原温泉上水道財産区管理者  竹 田 冨九一 

 市 長室理事  長谷川 賢 治 

 

 

 

事務局職員出席者 

 事 務 局 長        笹 原 徳 明    事務局長補佐  中 林 敬 雄 

 書    記  渡 邉 清 宏 
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◎議長開会宣告 

○議長（山川 豊君） ただ今から、第１１回あわら市議会定例会を開会いたします。 

 

（午後 2時 12 分） 

 

◎市長招集挨拶 

○議長（山川 豊君） 開会にあたり、市長より招集のごあいさつがございます。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○議長（山川 豊君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 本日ここに、第１１回あわら市議会定例会の開会にあたり、一

言ご挨拶を申し上げます。 

９月に入り、朝夕、日ごとに涼しくなって参りましたが、議員各位には、ご健勝に

てお過ごしのこと、心よりお慶び申し上げます。 

さて、九州、中国地方に大きな爪あとを残した台風１４号でございますが、あわら

市におきましては、幸いにも人的被害や道路、河川等への被害はなかったものの、収

穫時を迎えた梨の落果やビニールハウスが倒壊する被害があったようであります。 

また、９月１１日に投票が行われました衆議院議員総選挙におきましては、郵政民

営化を争点に掲げた小泉自民党が勝利し、福井県関係では昭和２１年依頼、５９年振

りの女性議員が誕生するなど、小選挙区、比例代表を合わせ、５人の衆議院議員が誕

生いたしております。 

当選された皆様には、心からお祝いを申し上げますとともに、国政発展、県政発展

のためご活躍されることを期待するものであります。 

今回の選挙結果により、政府が進める構造改革に一層の拍車がかかるものと思われ

ますが、あわら市におきましても、行政のスリム化を目指し、公共施設の民営化を推

進し、ＰＦＩ手法の導入なども視野に入れながら、積極的な行政改革を進めて参りた

いと考えております。 

今後とも議員各位のさらなるご支援、ご協力をお願いするものであります。 

ご案内のとおり、本定例会におきましては、２５議案の審議をお願いするものであ

ります。その内訳につきましては、専決処分に関するもの１議案、決算の認定及び剰

余金の処分に関するもの１１議案、補正予算に関するもの４議案のほか、条例の廃止、

事務の委託、市道の認定に関するものがそれぞれ１議案さらに一部事務組合の規約等

の変更に関するもの６議案となっております。 

各議案の内容、上程の主旨につきましては、後ほどご説明を申し上げますが、何と

ぞ慎重なご審議をいただき、妥当なるご決議をいただきますようお願い申し上げまし

て、招集のご挨拶といたします。 
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◎開議の宣告 

○議長（山川 豊君） これより、本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配布のとおりであります。 

 

 

◎諸般の報告 

○議長（山川 豊君） 諸般の報告を事務局長より行います。 

〇局長（笹原徳明君） 諸般の報告をいたします。 

７月１日招集の第９回臨時会において議決された諸議案については、７月４日付け

で、８月４日招集の第１０回臨時会おいて議決された諸議案については、８月５日付

けで、それぞれ市長宛に会議結果の報告を行っております。 

本定例会への提出議案は、市長提出議案２５件であります。 

本定例会の説明出席者は、市長以下１１名です。 

なお、本日の会議には代表監査委員が出席いたしております。 

以上でございます。 

 

 

◎行政報告 

○議長（山川 豊君） 市長の行政報告を求めます。 

市長、松木幹夫君 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○議長（山川 豊君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 各部の所管事項について、行政報告を申し上げます。 

まず、市長室関係でございますが、政策調整課所管では７月１０日に中央公民館で

「あわら市まちづくりシンポジウム」を開催いたしました。このシンポジウムは、現

在作業を進めております「総合振興計画」及び「都市マスタープラン」の策定に関連

して開催したものであります。 

「ともに考えよう、住みたくなるまち」をテーマとしたこの日のシンポジウムでは、

第１部の多摩大学大学院の望月照彦教授による講演に続き、第２部では望月教授や市

民の皆さんによるパネルディスカッションを行っております。 

当日は、３００人余りの市民の皆さんにご参加をいただきましたが、このシンポジ

ウムが「市民参加のまちづくりとは何か」、「住みたくなるまち、住み続けたくなるま

ちとは何か」について考えるよい機会になったものと考えております。 

このシンポジウムの模様やあわら市のまちづくりに取り組む様子は、８月１２日と

１３日の両日「輝くまちをめざして」と題して、福井テレビで放映をされております。 

また、７月１５日には、丸岡町城のまち会館において、越前加賀みずといで湯の文

化連邦の総会とサミットが開催されました。 

「道路網の整備と広域連携」をテーマとしたサミットでは、広域的な幹線道路の整
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備構想と文化連邦圏域内の協力連携についての意見交換が行われました。 

７月２０日には、福井工業大学芦原キャンパスにおいて、あわら市と福井工業大学

の相互協力協定の調印式を行いました。 

この協定は、「産官学」の連携として、あわら市では初めての試みであり、今後は、

市の各種審議会への教授の参画や環境、工業などの分野における共同研究の推進など

を通じ、福井工業大学が蓄積する知的資源を利用した市の活性化が期待されるもので

あります。 

次に、総務部関係でございますが、税務課所管の市税の収納対策についてご報告い

たします。 

市税の徴収体制につきましては、税務課内に専従職員４人による収納対策室を設置

し、戸別徴収や夜間徴収をはじめ、税務課職員全員による期間を設けた一斉徴収を行

っているところであります。 

国民健康保険税につきましても、市民課保険年金グループの協力を得ながら徴収に

取り組み、分納誓約による計画的な徴収を推進しているところであります。 

しかし、平成１６年度における滞納額は、市税で９億１,１００万円、国民健康保

険税では２億３,４００万円に達し、徴収率も前年を１．１％下回る、８０．６％と

なっております。 

これらの要因といたしましては、市内６法人が破産したことに加え、特に一部の企

業において、景気の低迷等による個人消費の落ち込みが経営を圧迫し、製品等の生産

に影響を与えていることもその一つであると考えております。 

観光産業面におきましては、福井豪雨や温泉不当表示問題などの影響により入湯客

数が減少し、これらの関連産業の従事者も影響を受けていることから、滞納者も増加

の傾向にあり、滞納の状況も長期化し、かつ高額化いたしております。 

このような状況を踏まえ、税の公平・公正な徴収と自主財源の確保を図るため、９

月１日に、副市長を本部長とし、市幹部職員５０人、８班体制で組織する市税収納向

上対策本部を設置したところであります。 

対策本部では１１月３０日までの３カ月間、滞納者宅を戸別に訪問しての徴収を行

うほか、滞納相談による計画的な納付の奨励など、収納対策の実行強化に努めること

といたしております。 

次に市民生活部関係でございますが、市民課所管では、８月１日から転入届や転出

届、転居届などの住民異動届者に対し、身分証明書の提示を求めるなどの本人確認を

実施いたしております。 

近年、第三者が本人になりすましての虚偽の戸籍、住民異動届等を行う事件が全国

的に多発し、社会問題となっております。 

このような状況のなか、本人確認を平成１７年１０月１日までに実施するようにと

の国からの通達を受けたこともあり、本市でも実施に踏み切ったものであります。 

本人確認を厳格に行うことにより、不正な行為による虚偽の届出の防止や発見に努

めるとともに、市民の個人情報保護や住民基本台帳の正確性の維持に一層の強化が図
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れるものであります。 

生活環境課所管では、１１月から運行しますコミュニティバスについて申し上げま

す。このコミュニティバスは、市内全域を対象とし、市民の皆さんの日常の交通手段

として運行するものであります。 

これまで、あわら市地域生活交通活性化協議会を設置し、ルートの設定や運行に伴

う問題点などを検討するとともに、国土交通省福井運輸支局やあわら警察署など関係

機関との調整を重ねて参りました。 

８月２５日に運行委託業者を決定するための指名競争入札を執行した結果、京福バ

ス株式会社及びあわら観光株式会社の２社が落札をいたしております。 

現在、ＪＲ芦原温泉駅及びあわら湯のまち駅を拠点とする計６路線の運行に向け、

具体的な準備作業に着手しているところであります。 

次に産業経済部関係でございますが、農林水産課所管の４つの事項について申し上

げます。 

まずは、ＪＡ花咲ふくいが事業主体になって、牛山地係に建設を進めている「ファ

ーマーズマーケット整備事業」でございますが、名称も「きららの丘」と決定し、現

在は、施設の実施設計に着手しており、１０月中旬に起工式を行い、来年の３月中旬

の竣工と５月中旬のオープンを目指しております。 

市といたしましても、本施設の効果的な利活用により、認定農業者等の担い手の育

成と遊休農地の解消が図られるとともに、強くたくましいあわら市畑作農業の創造に

寄与するものと期待をいたしております。 

第２は、坂井北部丘陵地における遊休農地対策等の状況であります。農家数の減少

や高齢化の進行などにより全国的に遊休農地が増加し、地域活力の低下や食料の安定

供給の確保に支障をきたすことが危惧されております。これらのことから、遊休農地

の解消と防止策を強化するため、農業経営基盤強化促進法の改正が行われております。 

本年６月に農業委員会と農業指導者連絡協議会が合同で実施した「遊休農地実態調

査」によれば、坂井北部丘陵地の畑地約６８５ヘクタールうち、約１３％の８８ヘク

タールが遊休農地となっております。 

これに対する本年度の新たな取組みとして、遊休農地約７．４ヘクタールで水田地

帯の認定農業者による「そばの作付け」を実施したところであります。 

今後も、農業委員会やＪＡ、坂井北部土地改良区等との連携を深め、認定農業者を

はじめ企業やＮＰＯなど多様な主体による遊休農地の活用を図って参りたいと考え

ております。 

また、昨年度に引き続き、ＪＡと共催した「食の祭り」で丘陵地の農産物のＰＲを

図ったほか、今年初めて丘陵地特産のスイカが、香港で販売され好評を得たことから、

今後も高品質な農産物の輸出促進による丘陵地の振興を図って参りたいと考えてお

ります。 

第３は、米政策についてであります。平成１７年産の水稲については、８月１５日

現在の作柄概況が発表され、嶺北地域では「平年並み」の作柄が見込まれております。
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今年は天候に恵まれ、台風等の大きな被害もなかったことから、全国の作柄状況も「平

年並み」又は「やや良」が見込まれております。 

このような状況から、平成１８年度における米の生産調整については、米の需要見

通しを考慮いたしますと、２８．５％程度の仮配分が必要と想定され、早々に各集落

に配分する予定をいたしております。 

最後に、本年３月に閣議決定された「新たな食料・農業・農村基本計画」について

申し上げます。この計画は、今後１０年程度の農業施策展開の羅針盤として、重点的

に取り組むべき課題や施策を明らかにしたものであります。 

計画では、農業を一つの産業として位置付け、これまでの農業を取り巻く情勢の変

化や施策の検証結果等を踏まえ、食料自給率目標を設定するとともに、目標達成に向

けて生産及び消費の両面において重点的に取り組むべき事項を示しております。 

このようななか、あわら市の農業政策についても、農業を生命産業又は母なる産業

と位置付け、関係者の理解と協力を得ながら、新たな基本計画に基づき、農地を守る

担い手の育成や農村集落の秩序維持と再構築を目的とした集落営農の推進を図って

参りたいと考えております。 

続いて、観光商工課所管について申し上げます。９月１０日から２５日まで開催し

た「北潟湖畔花菖蒲まつり」には、県内外から昨年を４，０００人近く上まわる約４

５，０００人が訪れ、期間中、モデル撮影の開催や地元の北潟民謡保存会の「どっし

ゃどっしゃ踊り」などの披露のほか、地元特産物の販売等も行われ、会場は大いに賑

わっておりました。 

また、８月８日から１０日までの３日間開催をいたしました「あわら夏まつり」で

は、市内外の多くの企業からの協賛もいただき、芦原会場は湯のまち駅前多目的広場

を中心に、金津会場は中央公民館前広場に会場を移し開催をいたしました。 

期間中、多くの市民の皆さんにイベントに参加をいただき、大いに祭りを盛上げて

いただきました。また、参加された皆さん相互の交流の場にもなったものと感じてお

ります。 

次に、財団法人芦原観光会館の解散に伴い本年４月１日から市の施設となった「あ

わら市観光会館」の改修工事でございますが、６月１７日に指名競争入札を行い、落

札業者の飛島建設株式会社北陸支店と工事請負契約を締結し、９月３０日の工期まで

の完成に向け、改修を進めているところであります。 

また、隣接する芦原社会福祉センターの部分的な改修工事につきましても、観光会

館と同様、９月３０日の工期までの完成を目指しております。 

両施設とも改修工事の完成検査後、早急に引渡しを受け、市民の皆さんの利用に供

して参りたいと考えております。 

さらに、湯のまち駅前多目的広場の利活用について申し上げます。この広場の当面

の利活用策について「あわら湯のまち駅前多目的用地利活用検討委員会」からの提言

を受け、現在「湯のまち夕市」を開催しているところであります。 

この夕市は、湯のまち夕市実行委員会が運営主体となり、７月３０日から１０月２
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９日までの毎週土曜日、午後４時から６時頃まで開催しているもので、１２店舗が出

店し、野菜や果物、加工食品、花卉などの販売を行っております。 

夕市以外の利活用策につきましては、今後とも検討委員会で十分検討していくこと

といたしております。 

最後に教育委員会関係でございますが、文化学習課所管では、８月２０日に「第５

回あわら北潟湖畔観月の夕べ」を開催いたしました。 

あわら市になって、２回目の観月の夕べでしたが、当日は天候に恵まれ、東の空に

浮かぶ満月が湖面を照らし、吹く風もさわやかで、お茶席の落ち着いた雰囲気や灯り

ばやしの灯かりは、幻想的な雰囲気を醸し出しておりました。 

ステージでの芸能発表やフィナーレを飾った花火は、訪れた多くの皆さんに感動を

与え、初秋の夜のひとときを充分に堪能していただけたものと感じております。 

金津創作の森財団では、「川内倫子写真展」が５月２９日に閉幕をいたしました。

３７日間の開催期間中、３，０２０人の入場者がありました。 

５月２２日には「第６回フレンチ・トースト・ピクニック」を開催いたしました。

実行委員会と創作の森財団との共催事業として、アートコア屋外での車両の展示や市

内でのラリーなどが行われたほか、自動車評論家の大川悠氏のトークショーや画家今

村幸治郎氏の個展も同時に開催され、自動車愛好家など、２，４００人の来館があり

ました。 

６月２５日から７月１８日まではインドネシアの伝統的技法で制作したジャワ更

紗や絵画、伝統舞踊などを紹介した展覧会「ジャワの風と光の中で」を開催いたしま

した。 

この展覧会は、入居作家の加藤すみ子氏を中心とする９人の作家による実行委員会

が主催したものであります。期間中の「ジャワ宮廷舞踊とガムラン音楽」の上演会で

は、インドネシア大使の後援があったほか、福井県国際交流協会会長や留学生の皆さ

んの参加もあり、イベントを通した国際交流も行われました。２１日間の開催期間中、

１，５５１人の皆さんに観覧していただいております。 

文化庁の補助事業「文化体験プログラム支援事業」につきましては、本年度は「ワ

ークショップ」という事業名で、８月７日から、４回シリーズで実施し、すでに２回

を終了いたしております。 

この事業は、昨年度からの継続事業で、毎回のテーマに沿った著名なアーティスト

を全国から招待し、ワークショップ形式で、主に小学生を対象に指導していただいて

いるものです。 

参加者のみならず保護者の皆さんにも大変好評で、創作の森と芸術に親しむ契機に

なるものと考えております。 

また、７月２６日からは「ガラスのかたち展」を開催いたしております。北陸を制

作の拠点とし、国内外で活躍するガラス作家を中心に、海外の著名アーティストも招

待した展覧会で、約７０点の作品を紹介しております。 

本展は、平成１４年に開催した第１回北陸のガラス展をベースにしたもので、今後
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も北陸のガラス芸術の発展に寄与するものであると考えております。 

会場横のギャラリーでは、若手作家による作家展も開催しており、９月２５日まで

の開催となっておりますので、観覧がまだの皆さんは是非足をお運びいただきたいと

思います。 

第２０回国民文化祭ふくい・２００５現代美術招待作家の一人は、福井市出身の彫

刻家、土屋公雄氏で、すでに屋外の公開制作を終了しております。廃棄物を使用しな

がらも美しく仕上がった作品は、ロータリーとアートコア前に展示されており、今後

入場者の目を楽しませてくれることと思います。 

もう一人の招待作家は、光の彫刻家、高橋匡太氏で、高橋氏の作品は、芦原小学校

の校庭上空から発光ダイオードを貼り付けた紙の羽根を降らせるという独創的で夢

のある企画であり、現在、市民の皆さんのご協力も得ながら「夢のたねプロジェクト」

として準備を進めております。 

以上で行政報告を終わります。 

 

 

◎会議録署名議員の指定 

○議長（山川 豊君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

本日の会議録署名議員は、会議規則第８１条の規定により、７番、関山博夫君、８

番、向山信博君を指名します。 

 

 

◎会期の決定 

○議長（山川 豊君） 日程第２、会期の決定を議題とします。 

お諮りします。 

本定例会の会期は、本日から９月２２日までの１０日間といたしたいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

(｢異議なし｣と呼ぶ者あり) 

○議長（山川 豊君） 異議なしと認めます。 

したがって、本定例会の会期は本日より９月２２日までの１０日間と決定しました。 

なお、会期中の日程は、お手元に配布しました会期日程表のとおりであります。 

 

 

◎議案第５６号の上程・提案理由説明・質疑・討論・採決 

○議長（山川 豊君） 日程第３、議案第５６号、専決処分の承認を求めることについ

て（平成１７年度あわら市一般会計補正予算（第３号））を議題とし、市長から提案

理由の説明を求めます。 

市長、松木幹夫君 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 
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○議長（山川 豊君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただいま上程されました、議案第５６号「専決処分の承認を求

めることについて」の、提案理由の説明を申し上げます。 

本案は、平成１７年度あわら市一般会計補正予算（第３号）で、１，５００万円の

追加補正を行い、歳入歳出決算の総額をそれぞれ１２７億６，１２１万３千円とする

ことについて、専決処分を行ったものであります。 

内容につきましては、さきの衆議院議員総選挙に係る執行経費であります。なお、

これに伴う歳入につきましては、全額、県支出金の衆議院議員選挙委託金を充ててお

ります。 

以上が専決処分の内容でございます。よろしくご審議をいただき、承認をいただき

ますようお願い申し上げます。 

○議長（山川 豊君） 議案第５６号に対する質疑を許します。 

質疑はありませんか。 

（｢なし｣と呼ぶ者あり） 

○議長（山川 豊君） 質疑なしと認めます。 

○議長（山川 豊君） ただ今、議題となっております議案第５６号につきましては、

会議規則第３７条第２項の規定により、委員会付託を省略したいと思いますが、これ

にご異議ありませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○議長（山川 豊君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第５６号は、委員会付託を省略することに決定しました。 

○議長（山川 豊君） これより、討論に入ります。 

討論はありませんか。 

(｢討論なし｣と呼ぶ者あり) 

○議長（山川 豊君） 討論なしと認めます。 

○議長（山川 豊君） これより、議案第５６号、専決処分の承認を求めることについ

て（平成１７年度あわら市一般会計補正予算（第３号））を採決します。 

議案第５６号は、原案のとおり承認することに賛成の方は、起立願います。 

(賛成者起立) 

○議長（山川 豊君） 起立全員です。 

したがって、議案第５６号については、原案のとおり承認することに決しました。 

 

 

◎議案第５７号から議案第６７号の一括上程 

・提案理由説明・総括質疑・委員会付託 

○議長（山川 豊君） お諮りします。 

審議の都合上、日程第４、議案第５７号、平成１６年度あわら市一般会計歳入歳出

決算の認定について 
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日程第５、議案第５８号、平成１６年度あわら市国民健康保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

日程第６、議案第５９号、平成１６年度あわら市老人保健特別会計歳入歳出決算の

認定について 

日程第７、議案第６０号、平成１６年度あわら市金津雲雀ヶ丘寮特別会計歳入歳出

決算の認定について 

日程第８、議案第６１号、平成１６年度あわら市公共下水道特別会計歳入歳出決算

の認定について 

日程第９、議案第６２号、平成１６年度あわら市農業集落排水事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

日程第１０、議案第６３号、平成１６年度あわら市モーターボート競走特別会計歳

入歳出決算の認定について 

日程第１１、議案第６４号、平成１６年度あわら市水道事業会計決算の認定につい

て 

日程第１２、議案第６５号、平成１６年度あわら市工業用水道事業会計決算の認定

について 

日程第１３、議案第６６号、平成１６年度芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算

の認定について 

日程第１４、議案第６７号、平成１６年度芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算

による剰余金の処分についての議案１１件を一括議題とし、市長から提案理由の説明

を求めたいと思います。 

これにご異議ございませんか。 

(｢異議なし｣と呼ぶ者あり) 

○議長（山川 豊君） 異議なしと認めます。 

よって、議案第５７号から議案第６７号までの１１議案を一括議題とし、市長から

提案理由の説明を求めます。 

市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○議長（山川 豊君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただ今上程されました、議案第５７号「平成１６年度あわら市

一般会計歳入歳出決算の認定について」から議案第６６号「平成１６年度芦原温泉上

水道財産区水道事業会計決算の認定について」まで、及び議案第６７号「平成１６年

度芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算による剰余金の処分について」の１１議案

について、提案理由の説明を申し上げます。 

議案第５７号から議案第６６号までの１０議案につきましては、一般会計をはじめ

とする各会計の平成１６年度歳入歳出決算をあわら市監査委員の決算審査意見を付

して提出したもので、地方自治法及び地方公営企業法の規定により、議会の認定をお

願いするものであります。 
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まず、議案第５７号の一般会計歳入歳出決算についてご説明いたします。 

一般会計の歳入総額は、１４２億６,１５１万９,０７４円、歳出総額は、１３９億５,

８６８万３,２８６円で、歳入歳出差引額は、３億２８３万５,７８８円となっており

ます。 

このうち繰越明許費として、土木費、教育費及び災害復旧費の一部を翌年度へ繰り

越した関係で、平成１７年度へ繰り越すべき財源８３万９千円を含んでおりますので、

歳入歳出差引額からこの額を差し引いた実質収支額は、３億１９９万６,７８８円と

なるものであります。 

歳入の主なものは、市税の４１億７,９２８万３,７７４円をはじめ、地方交付税３

３億４,０１８万３千円、市債２８億５,４９０万円、国庫支出金及び県支出金１５億

３,３６７万９,２０４円、繰越金３億８,４１４万６,７７３円、分担金及び負担金３

億５,３０５万７９３円などとなっております。 

一方、歳出の主なものは、民生費の２９億５,５０７万４,９９６円をはじめ、公債

費１９億４,５８９万４,２０５円、土木費１５億９,７１８万３,３１２円、総務費１

４億５,９２０万５,５３９円、諸支出金１４億５,４９１万９,０４９円、教育費１３

億９４３万１,３５１円、農林水産業費８億２,２０７万６,９７３円などとなってお

ります。 

なお、主要な財政指標を申し上げますと、実質収支比率４．１％、財政力指数０．

６０２、経常収支比率８３．６％、起債制限比率１１．５％であります。 

次に、特別会計の決算について申し上げます。 

議案第５８号の国民健康保険特別会計歳入歳出決算については、歳入総額は、２５

億４,２６９万１,７０１円で、内訳といたしましては、国民健康保険税８億４,７７

７万８,７８０円、国庫支出金及び県支出金９億７４万７,９８８円、療養給付費交付

金５億２,６７８万３千円などであります。 

また、歳出総額は、２４億６,５１３万３２１円で、内訳といたしましては、保険

給付費１５億５,２５４万３,２９６円、老人保健拠出金６億６,３８８万８,２１７円、

介護納付金１億４,３７９万６,６９１円などとなっております。 

歳入歳出差引額は、７,７５６万１,３８０円で、平成１７年度に繰り越しをいたし

ております。 

議案第５９号の老人保健特別会計歳入歳出決算については、歳入総額は、３６億６,

７０８万２,７７４円で、内訳といたしましては、支払基金交付金２２億６,７５３万

８,１０８円、国庫支出金及び県支出金１１億５,６９６万６,３５１円、一般会計繰

入金２億３,９５８万８６９円などであります。 

また、歳出総額も歳入総額と同額の３６億６,７０８万２,７７４円となっておりま

す。内訳といたしましては、医療諸費３６億４,２６４万８,１１７円、諸支出金１,

１０４万５,１３３円などであります。 

議案第６０号の金津雲雀ケ丘寮特別会計歳入歳出決算については、歳入総額は、４

億１,８５０万７,１５６円で、内訳といたしましては、介護保険収入２億１３万９,
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９１１円、措置費収入１億４,７３２万３,２４６円、繰越金３,５９７万２６４円な

どとなっております。 

また、歳出総額は、３億８,５２８万４,６３５円で、内訳といたしましては、指定

介護老人福祉施設費１億６,５８３万８,７０５円、養護老人施設費１億４,８０９万

８,２１９円などであります。 

歳入歳出差引額は、３,３２２万２,５２１円で、平成１７年度に繰り越しをいたし

ております。 

議案第６１号の公共下水道特別会計歳入歳出決算については、歳入総額は、２１億

７,５０３万５，９４１円で、内訳といたしましては、一般会計繰入金９億１,１２３

万６千円、使用料及び手数料４億８,４５２万９,２１３円、市債４億２,７６０万円、

国庫支出金２億７,６００万円などとなっております。 

また、歳出総額は、２１億５,３７２万３,９９８円で、内訳といたしましては、事

業費１１億２００万２,０９６円、公債費１０億１,４３８万６,０９８円などであり

ます。 

歳入歳出差引額は、２,１３１万１,９４３円となりますが、繰越明許費に係る翌年

度へ繰り越すべき財源１６万円を差し引いた実質収支額は、２,１１５万１,９４３円

で、これが平成１７年度への純繰越額であります。 

議案第６２号の農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算については、歳入総額は、

１億２,０８６万９,２５９円で、内訳といたしましては、一般会計繰入金５,５８７

万６千円、県支出金３,０２５万円、使用料及び手数料１,３７０万３,３９９円など

となっております。 

また、歳出総額は、１億１,８４８万９,２６３円で、内訳といたしましては、事業

費６,９３３万５,９３８円、公債費４,３０３万７,６３６円などであります。 

歳入歳出差引額は、２３７万９,９９６円で、平成１７年度に繰り越しをいたして

おります。 

議案第６３号のモーターボート競走特別会計歳入歳出決算については、歳入総額は、

２７億３,９８３万５,５４０円で、内訳といたしましては、競艇事業収入２７億３４

３万１,２３３円、諸収入１,９８３万１,８５９円、基金繰入金１,６００万円などと

なっております。 

また、歳出総額は、２７億３,９３１万３,７７０円で、内訳といたしましては、競

艇事業費２７億２,３２０万２,８６４円及び諸支出金１,６１１万９０６円でありま

す。 

歳入歳出差引額は、５２万１,７７０円で、平成１７年度に繰り越しをいたしてお

ります。 

続いて、公営企業会計の決算について申し上げます。 

議案第６４号の水道事業会計決算については、収益的収入及び支出で、水道事業収

益９億５,７０５万８,１７３円に対し、水道事業費用９億１,９１３万９,４１８円で、

差引額は、３,７９１万８,７５５円でありますが、損益計算は消費税抜きの計算をい
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たしますので、当該年度の純利益は、３,２６８万７,８８４円となっております。 

また、資本的収入及び支出では、収入額７,８２４万４,６９２円に対し、支出額２

億３,７４９万７,０９１円で、１億５,９２５万２,３９９円の収入不足を生じており

ます。 

この不足額につきましては、消費税及び地方消費税資本的収支調整額５１９万１千

円、過年度損益勘定留保資金１億５,４０６万１,３９９円で補てんをいたしておりま

す。 

議案第６５号の工業用水道事業会計決算については、収益的収入及び支出で、工業

用水道事業収益１,０７３万４，００８円に対し、工業用水道事業費用８９５万９,９

３４円で、差引額は、１７７万４,０７４円であります。 

この会計は、免税事業者に該当するため、損益計算では消費税込みの計算をいたし

ますので、当該差引額が純利益となるものであります。 

また、資本的収入及び支出では、支出額が３３９万３,７９１円となっており、こ

の収入不足額につきましては、過年度損益勘定留保資金で補てんをいたしております。 

議案第６６号の芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算については、収益的収入及

び支出で、水道事業収益１億９,１３４万５,７８０円に対し、水道事業費用１億７,

１１１万６,８７７円で、差引額は、２,０２２万８,９０３円でありますが、この会

計につきましても、損益計算は消費税抜きの計算をいたしますので、当該年度の純利

益は、１,９８８万６,７２６円となっております。 

また、資本的収入及び支出では、収入額７４万５,５００円に対し、支出額２,３１

５万４,１９８円で、２,２４０万８,６９８円の収入不足を生じております。 

この不足額につきましては、当年度分損益勘定留保資金２,２０７万４４６円、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３３万８,２５２円で補てんをいたし

ております。 

最後に議案第６７号の芦原温泉上水道財産区水道事業会計決算による剰余金の処

分について申し上げます。 

本案は、平成１６年度決算により剰余金が生じましたので、地方公営企業法第３２

条第２項の規定により、その処分について議決を求めるものであります。 

内容につきましては、当年度未処分利益剰余金７,５１５万４,０３４円のうち、１

００万円を利益積立金に、１,５７０万円を建設改良積立金として処分し、残額５,８

４５万４,０３４円を翌年度繰越利益剰余金とするものであります。 

以上、１１議案につきまして、よろしくご審議をいただき、妥当なるご決議をいた

だきますようお願い申し上げます。 

○議長（山川 豊君） 上程議案に関し、代表監査委員からの決算審査の結果について、

報告を求めます。 

代表監査委員、上坂朋宏君。 

○代表監査委員（上坂朋宏君） 議長のご指名をいただきましたので、監査委員を代表

いたしまして、決算審査の結果をご報告申し上げます。 
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平成１６年度の決算審査は、去る８月１０日から５日間にわたり、あわら市及び芦

原温泉上水道財産区に係わる一般会計をはじめ特別会計、企業会計など１０の会計の

各会計決算及び基金運用状況につきまして、関係書類及び主要な施策の成果報告書な

ど資料の提出を求め、慎重に審査をいたしました。 

その結果、一般会計、特別会計及び企業会計等の決算は、それぞれ関係法規に準拠

して作成され、諸帳票は証拠書類と符合し、計数も正確であると認められました。 

審査の内容につきましては、意見書としてまとめ、お手元に配布してありますので、

ご高覧いただきたいと存じます。 

それでは、決算についてその審査の概要をご報告申し上げます。 

先ず、本市の財政状況を決算統計の主要財務比率から見て、皆さんのお手元の資料

の３ページ目を見ていただきたいと思います。 

見てみると実質収支費利率で４．１パーセント、財政力指数は０．６０２となり、

経常収支比率は８３．６パーセント、公債費比率は１３．３パーセントで、それぞれ

前年度より改善の方向となっております。特に、公債費比率では、２．９ポイント低

下する数値を示しておりますが、市債の現在高は、２５６億５，６１６万５千円とな

り、前年度に比較すると１０億３，０７８万円の増となり、市民一人あたりにすると

７９万７千円となることから、今後、まちづくりに要する大型投資が見込まれること

に十分配慮され、これらの長期計画を樹立するなど、適正な市債の運用に一層の努力

を願うものであります。 

次に、一般会計について申し上げます。 

５ページ目です。 

歳入決算の総額は、１４２億６，１５１万９千円となり、歳出決算の総額は、１３

９億５，８６８万３千円で、対前年比歳入４．４パーセント、歳出５．２パーセント

の増であります。 

一般会計の財政収支につきましては、形式収支３億２８３万６千円となり、翌年度

へ繰り越すべき財源８３万９千円を差し引いた実質収支は、3 億１９９万７千円、実

質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、６，８９０万円となります

が、財政調整基金に１億４，７５０万円を積み立てる一方、１，６５６万７千円を取

り崩しているため、実質単年度収支は６，２０３万３千円となっております。 

以下、歳入歳出の内容について申し上げます。 

７ページ目です。 

先ず、歳入決算額を性質別に区分いたしますと、自主財源は５５億９，５０２万３

千円で構成比３９．３パーセント、依存財源は８６億６，６４９万６千円で、構成比

は６０．７パーセントとなっております。 

なお、自主財源の主なものは、市税が４１億７，９２８万４千円で、構成比は２９．

３パーセント、繰越金３億８，４１４万７千円で構成比２．７パーセント、分担金・

負担金は３億５，３０５万１千円で構成比が２．５パーセントとなっており、一方の

依存財源では、地方交付税３３億４，０１８万３千円で構成比は２３．４パーセント、
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市債２８億５，０９０万円で構成比２０．０パーセント、国庫支出金８億６，８９８

万２千円で構成比６．１パーセント、県支出金６億６，４６９万７千円で４．７パー

セントの構成比となっております。市税、地方交付税については、前年度と比較する

と増加はしているものの、本市の主要な財源であることから、今後とも、国の地方財

政計画を十分見定めながら、適正な財源の確保に一層の努力を願うものであります。 

特に、市税においては、昨今の経済状況もありますけれども、その累積滞納額は９

億１，１３５万円となっていることから、この収納対策については、負担の公平性の

確保と健全な財政運営を図る観点からも収納体制の更なる強化など特段の配慮を願

うものであります。 

８ページ目です。 

一方、歳出決算額を性質別に区分いたしますと、その構成比は、消費的経費は５５．

３パーセント、公債費その他３６．８パーセント、投資的経費が７．９パーセントと

なっていますが、特に、消費的経費のうち人件費は、退職職員の補充を行わなかった

ことにより、１億８，４７６万円の減となっております。 

扶助費は、合併による福祉事務所設置に伴い、生活保護の認定業務や母子生活支援

施設の入所事務、児童関係諸手当の支給事務等の業務が委管されたことにより、２億

５，８８１万１千円の増となっております。補助費等では、前年度で福祉基金及び競

艇基金等の繰替運用分２億９，０００万円を返済したため、２億６４３万４千円の減

となっております。 

積立金は、地域振興と市民の一体感醸成を図る事業に充てるため、地域振興基金１

３億円を積み立てているため、１０億４，１８３万６千円の増となっております。 

普通建設事業では、合併当初とのこともあり、市民融和事業を推進したため、投資

的経費は対前年度比７３．３パーセントとなったものであります。 

次に、歳出決算額の目的別構成は、９ページ、民生費２１．２パーセント、公債費

１３．９パーセント、土木費１１．４パーセント、総務費１０．５パーセント及び衛

生費１０．４パーセントとなっており、特に、総務費では合併関連事業経費の減から

前年比７億３，７９５万４千円、３３．６パーセントの減となっております。民生費

２１．０パーセント、農林水産業費１３．１パーセント前年度と比較し増となってお

ります。 

諸支出金は、地域振興基金に１３億円を積み立てしたため、前年度と比較し９億３，

５４７万５千円の大幅な増となっております。 

以上、歳入歳出決算を詳細に審査いたしました結果、今回は、合併当初のこともあ

り、事務事業の選択・緊急性の勘案など計画的な取り組みが見受けられるところであ

ります。 

しかしながら、今後、新市建設計画の着手等が見込まれることから、厳しい財政状

況を十分に見極め、適正な事務事業の執行に繋がるよう一層の努力を期待するもので

あります。 

次に、特別会計について申し上げます。 
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１１ページ目です。 

各会計とも、予算執行には十分努力の跡が見受けられるところでありますが、それ

ぞれ多くの懸案事項を抱えておりますので、所管におかれてはなお一層の取り組みを

お願いするものであります。 

先ず、国民健康保険特別会計につきましては、歳入決算額２５億４，２６９万１千

円、歳出決算額は２４億６，５１３万で形式収支は７，７５６万１千円となっており

ます。 

歳入の主なものは、１２ページ、国民健康保険税８億４，７７７万９千円、国庫支

出金８億８，９４３万５千円、療養給付費交付金５億２，６７８万３千円、一般会計

からの繰入金１億１，０５２万円となっており、特に、国民健康保険税の収入未済額

は２億３，４８０万４千円で、収納率は、前年度より１．７ポイント低下する７７．

９％となっております。現下の厳しい状況の中、累積滞納額は増加する傾向にあるた

め、これらの対応に特段の取り組みを願うものであります。 

一方、歳出の主なものは、保険給付費１５億５，２５４万３千円、老人保健拠出金

６億６，３８８万８千円、介護納付金１億４，３７９万７千円となっております。 

なお、保健事業の実施については、一日ドッグ・脳ドッグの取り組みや各種の健康

教室など、住民の健康づくりに配慮されているところでありますが、今後ともこれら

の事業を継続推進され、医療費の抑制に努められますよう願うものであります。 

次に、老人保健特別会計について申し上げます。１３ページ目です。 

本会計の歳入・歳出決算額はともに３６億６，７０８万３千円となっております。 

医療費総額は、４０億５２７万２千円、対前年比９８．８パーセントとなっている

ものの、恒常的には老人医療費が増加の傾向にあるため、今後とも、高齢者の健康維

持対策に取り組まれるとともに、適正受診の指導などきめ細かい努力をお願いするも

のであります。 

次に、雲雀ヶ丘寮特別会計について申し上げます。 

１４ページ目です。 

本会計の歳入決算額４億１，８５０万７千円、歳出決算額３億８，５２８万４千円

で、実質収支は３，３２２万３千円、単年度収支は２７４万７千円の赤字となります

が、５，８０２万１千円を積み立てる一方、６２万７千円を取り崩したため、実質単

年度収支は、５，４６４万７千円となっており、基金現在高は、３億６９６万円とな

っております。 

なお、介護老人福祉施設については、近年の要介護老人の増加等を見据え、施設整

備及び運営の民営化など所要の検討をお願いするものであります。 

次に、公共下水道特別会計について申し上げます。 

１５ページ目です。 

本会計の歳入決算額は２１億７，５０３万６千円、歳出決算額は２１億５，３７２

万４千円で、歳入歳出差し引き額は２，１３１万２千円となっており、実質収支は２，

１１５万２千円となり、単年度収支及び実質単年度収支は４９５万６千円となってお
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ります。 

本年度、補助事業で５億５，２００万円、単独事業で１億円の事業を実施しており、

整備面積は８４９ヘクタールとなり、その進捗率は６２．８パーセントとなっており

ます。 

なお、歳入においては、受益者負担金２，２３５万２千円並びに下水道使用料１億

１１６万９千円の収入未済額については、事業の投資効果の観点及び受益者負担の原

則から、これらの収納対策に一層の努力を願うとともに、供用区域内の接続指導など

強力に推進されるようお願いするものであります。 

次に、農業集落排水事業特別会計について申し上げます。 

１６ページです。 

本会計の歳入決算額は１億２，０８６万９千円、歳出決算額は１億１，８４８万９

千円で、形式収支は２３８万円となっております。 

特に、当年度は青ノ木・宮谷地区において、下水道処理施設改修事業を実施したた

め、歳入･歳出とも前年度に比較し大幅な増となったものであります。一方、地方債

現在高は、６億１，０９２万９千円であります。今後の施設老朽化等も見据え、長期

的な財政の健全化に十分配慮いただきたいと思うものであります。 

次に、モーターボート競走特別会計について申し上げます。 

１７ページです。 

本会計の歳入決算額は２７億３，９８３万６千円、歳出決算額は２７億３，９３１

万４千円で、形式収支は５２万２千円となっております。 

本市の一日あたりの売上金は、１億１，０１０万７千円で、対前年度比１０．５パ

ーセントの減、入場者数は３，０３４人で、対前年比５．０パーセントの減となって

おります。売上金、入場者数とも減少傾向にあり、昨今の経済不況等からその収益は

見込まれない状況となっております。 

この事業は、全国的に売上げ額が大きく減少する厳しい状況下にあって、打開策は

見出せない状況と思われますが、今まで以上に経営健全化対策を強力に推進するとと

もに、長期的視点における競艇事業のあり方等について、十分なる検討をお願いする

ものであります。 

次に、企業会計について申し上げます。 

先ず､水道事業会計につきましては、本年度の有収水量は３８０万４，８２２立方

メートルで、対前年比１．０パーセントの減で、有収率は８４．８パーセントとなっ

ております。 

企業会計の２ページ目です。 

収益的収支決算については、今度４ページ目です。これを損益計算書から見てみる

と、総収益９億２，４３１万４千円に対し総費用は８億９，１６２万６千円となり、

差し引き３，２６８万８千円の純利益となるもので、総収益のうち営業収益は５億９，

２７７万３千円となり、営業外収益は３億３，１５４万円で、そのうち一般会計から

の補助金２億５千万円が含まれております。一方、総費用のうち原水及び浄水費は４
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億５，９２７万６千円、減価償却費１億２万６千円、営業外費用である支払利息は１

億３，２９３万９千円となっております。 

特に経営的には、施設整備費等における取得有形固定資産減価償却費、企業債利息

及び県水受水費などの固定的費用が大部分を占めており、営業外収益として一般会計

からの補助金受け入れをしていても、かなり厳しい内容であることから、今後とも有

収率の向上や受け入れ県水の合理化など長期的展望に立った事業運営に一層の努力

をお願いするものであります。 

次に、工業用水道事業会計につきましては、６ページ目です。年間給水量は４７万

５，５３０立方メートルで、前年度に比較し５％の増となるものであります。 

総収益１，０７３万４千円に対し、総費用８９６万円で、当年度は１７７万４千円

の純利益となっておりますが、総収益が固定化していることから、今後の総費用に係

る施設修繕等を見据えながら、経営の合理化に努めていただきたいと思うものであり

ます。 

次に、芦原温泉上水道財産区水道事業会計について申し上げます。 

本年度の有収水量は、２ページ目です。１８６万６５７立方メートルで、対前年比

１．１パーセントの減で、有収率は９６．３パーセントとなっております。 

損益計算書にみる収益的収支決算において、４ページ目ですけども、給水量等の増

加により総収益１億８，２２３万９千円に対し、総費用は１億６，０３５万２千円と

なり、当年度は１，９８８万７千円の純利益となっております。 

なお、営業収益では、前年度に比較し１５０万９千円の増となっている一方、営業

費用では６０４万６千円減となっているなど、経営の健全化が見られるところであり

ますが、近年の温泉入り込み客数の減少や今後の施設整備等を視点に置き、一層の経

営合理化に努められますようお願いいたします。 

以上、各会計ごとに審査の概要を申し上げましたが、今回の決算審査にあたり、特

に重要、もしくは検討していただきたい事項を４点述べます。 

一つ目はですね、市税と未収金の回収については、今後より重点施策として取り組

んでいただきたいと思います。 

２番目に、モーターボート競走事業については、今後の投資判断を慎重に行ってい

ただきたい。 

３番目に、退職者が出て補充をしないという事で、人件費の削減となっているので

すけれども、ワークフローが今後変化していかなければならないと考えております。

どのように変化させていくのかってことを検討して頂きたいと考えております。 

最後に、雲雀ヶ丘会計については、企業会計ということの検討がされてはどうかと

いう事を思います。中でのちょっと書いてあることのまとめを４点ばかり言わせてい

ただきました。 

今後関係者の一層のご努力をお願いして、極めて概略的な内容となりましたが、決

算審査のご報告としたいと思います。 

○議長（山川 豊君） 上程議案に対する総括質疑を許します。 
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○１９番（見澤孝保君） 議長、１９番、見澤。 

○議長（山川 豊君） １９番、見澤孝保君。 

○１９番（見澤孝保君） ただ今、議題となっております決算についての各議案につい

ては、動議を提出をいたしたいと思います。 

議案第５７号から議案第６７号まで、１１議案について、この際、９人の委員を持

って構成する、決算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、閉会中の継続審査と

されるよう、提案を申し上げます。 

議員各位のご賛同をお願い申し上げます。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○議長（山川 豊君） ただ今、１９番、見澤孝保君から議案第５７号ほか１０件につ

いては、９人の委員を持って構成する決算審査特別委員会を設置し、それに付託の上、

閉会中の継続審査とされたいとの動議が提出されました。 

この動議は所定の賛同者がありますので成立いたしました。よって本動議を直ちに

議題といたします。 

○議長（山川 豊君） お諮りいたします。 

本動議のとおり、決することにご異議ありませんか。 

(｢異議なし｣と呼ぶ者あり) 

○議長（山川 豊君） 異議なしと認めます。 

よって、議案第５７号ほか１０件の議案については、９人の委員をもって構成する

決算審査特別委員会を設置し、これに付託のうえ、閉会中の継続審査にされたいとの

動議は可決されました。 

○議長（山川 豊君） お諮りします。 

ただ今設置されました、決算審査特別委員会委員の選任については、委員会条例第

８条第１項の規定により、議長において、笹原幸信君、大下重一君、山川知一郎君、

山口峰雄君、北島 登君、関山博夫君、篠﨑 巖君、石田則一君、卯目ひろみ君、以

上９名を指名したいと思います。 

これに、ご異議ありませんか。 

(｢異議なし｣と呼ぶ者あり) 

○議長（山川 豊君） 異議なしと認めます。 

よって、ただいま指名しました諸君を決算審査特別委員会委員に選任することに決

しました。 

○議長（山川 豊君） 上坂代表監査委員の退席を許可します。ご苦労様でした。 

（上坂代表監査委員 退席） 

○議長（山川 豊君） 暫時休憩いたします。 

（午前 9時 41 分） 

 

○議長（山川 豊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前 11時 01 分） 
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○議長(山川 豊君) 諸般の報告を事務局長から申し上げます。 

〇局長（笹原徳明君） 休憩中の決算審査特別委員会において、正副委員長の互選が行

われました。その結果をご報告いたします。 

決算審査特別委員会委員長に、石田則一議員、同副委員長に、卯目ひろみ議員。 

以上のとおりであります。 

 

 

◎議案第６８号から議案第７１号の一括上程 

・提案理由説明・総括質疑・委員会付託 

○副議長（東川継央君） お諮りします。 

審議の都合上、日程第１５、議案第６８号、平成１７年度あわら市一般会計補正予

算（第４号） 

日程第１６、議案第６９号、平成１７年度あわら市国民健康保険税特別会計補正予

算（第１号） 

日程第１７、議案第７０号、平成１７年度あわら市金津雲雀ヶ丘寮特別会計補正予

算（第２号） 

日程第１８、議案第７１号、平成１７年度あわら市工業用水道事業会計補正予算（第

１号）の議案４件を一括議題とし、市長から提案理由の説明を求めたいと思います。 

これにご異議ございませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 異議なしと認めます。 

よって、議案第６８号から議案第７１号までの４議案を一括議題とし、市長から提

案理由の説明を求めます。 

市長、松木幹夫君 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただいま上程されました議案第６８号「平成１７年度あわら市

一般会計補正予算（第４号）」から議案第７１号「平成１７年度あわら市工業用水道

事業会計補正予算（第１号）」までの４議案について、概要の説明を申し上げます。 

本定例会におきましては、一般会計をはじめとする４会計の補正予算の審議をお願

いするものであります。 

補正の内容といたしましては、各会計において、国・県の補助金等の採択が決定し

た事業について所要の経費を計上したほか、市が進めております公共施設の民営化、

民間活力の活用施策等に関連した予算として、一般会計では、来年度から公設民営化

を予定している保育所、幼児園の施設改修費を、金津雲雀ケ丘寮丘特別会計では、特

別養護老人施設の増床計画に係るＰＦＩ手法の導入の可能性を調査するための委託

料をそれぞれ計上いたしております。 
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各会計の補正予算の状況及び詳細につきましては、副市長からご説明を申し上げま

すので、よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。 

○副議長（東川継央君） 副市長、坪田雅一君。 

○副市長（坪田雅一君） 議長、副市長。 

○副議長（東川継央君） 副市長、坪田雅一君。 

○副市長（坪田雅一君） 命によりまして、議案第６８号のあわら市一般会計補正予算

及び議案第６９号から議案第７１号までの各特別会計補正予算について、内容の説明

を申し上げます。 

なお、市長の提案理由と重複する部分もあるかと思いますので、あらかじめご了承

いただきますようお願い申し上げます。 

まず、議案第６８号「平成１７年度あわら市一般会計補正予算（第４号）」でござ

いますが、本案は、歳入歳出それぞれに１億３,５７８万４千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を１２８億９,６９９万７千円と定めるものであります。 

次に、補正の主な内容をご説明申し上げます。 

まず、歳出でございますが、総務費では、企画費において、ふるさと財団の助成を

受けて実施する地域再生マネージャー事業に係る委託料８０２万２千円のほか、北潟

八雲太鼓及び熊坂長範太鼓の整備に係る自治総合センターの助成が決定したことに

伴うコミュニティ助成事業補助金４４０万円を、また、国際交流推進費で第２次あわ

ら市友好訪中団の派遣事業費として、旅費、補助金など総額１８６万円を、賦課徴収

費で市税の過誤納還付金の追加分５００万円を計上いたしております。 

民生費では、昨年４月から公設民営化を予定している保育所及び幼児園の施設を改

修するため、保育所費で金津東保育所改修工事設計監理委託料６９万１千円と同改修

工事費９８７万円を、幼児園費で本荘幼児園改修工事設計監理委託料１４９万１千円

と同改修工事費２,１３０万円を計上いたしております。 

農林水産業費では、国・県補助金の取り扱いが確定したことに伴い、農業振興費で

中山間地域等直接支払交付金事業補助金５２２万円及びやる気のある園芸産地づく

り支援事業補助金１,０６９万９千円を、農地費で県単小規模土地改良事業工事費２

３０万円及び農道補修工事費３００万円を計上いたしております。 

商工費では、商工振興費で商工会の合併に伴い必要となる本所支所情報共有化機能

整備事業等に対する補助金３３２万３千円を、観光費で地域振興基金利子を活用した

イベント等を行うための湯のまち夕市開催委託料２７５万円を計上いたしておりま

す。 

土木費では、道路橋りょう維持費で橋りょうの老朽化に伴い調査設計測量を行うた

めの委託料２２０万円、市道の舗装補修工事費の追加分６００万円、道路橋りょう新

設改良費で市道の改良工事費の追加分９２０万円及び地方道路交付金事業として実

施している市道滝・高塚線工事に係る物件移転補償料３１１万円を計上いたしており

ます。 

消防費では、常備消防費で坂井郡４町合併に伴う嶺北消防組合の通信指令システム
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等改修に係る負担金５００万円を計上いたしております。 

一方、歳入につきましては、普通地方交付税の確定に伴う２億６,１５６万６千円、

各種事業に伴う国及び県支出金１,８９０万５千円、前年度繰越金１億６,２３４万５

千円などが主なものとなっております。 

なお、当初予算で計上しておりました財政調整基金からの繰入金５億２千万円につ

きましては、繰入額を２億７千万円とし、減債基金からの繰入金１億８,３６３万１

千円につきましても、繰入額を８,３６３万１千円とし、それぞれ２億５千万円と１

億円を減額補正いたしております。 

次に、債務負担行為補正でございますが、現在、財団法人セントピア芦原が北潟湖

畔用地土地取得資金として融資を受けている借入金の一部について、借り換えを行う

ために受ける融資に対する市の損失補償を行うものであります。 

また、地方債補正につきましては、市道改良舗装事業に係る起債限度額の変更を行

うものであります。 

議案第６９号「平成１７年度あわら市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）」

につきましては、１,４９５万円の追加補正を行い、歳入歳出予算の総額をそれぞれ

２５億５,４９５万円と定めるものであります。 

補正の内容といたしましては、平成１６年度療養給付費の確定に伴う交付金の清算

返還金１,４９５万円を計上するものであります。 

歳入につきましては、前年度繰越金７,４９５万円を計上するとともに、当初予算

で計上しておりました国民健康保険基金からの繰入金１億５,３００万円について、

繰入額を９,３００万円とするため、６,０００万円を減額いたしております。 

なお、国県負担率を変更する制度改正に伴い、保険給付費、老人保健拠出金、介護

納付金及び保健事業費の各款で財源更正を行っております。 

議案第７０号「平成１７年度あわら市金津雲雀ヶ丘寮特別会計補正予算（第２号）」

につきましては、３１２万３千円の追加補正を行い、歳入歳出予算の総額をそれぞれ

４億３,６２０万７千円と定めるものであります。 

補正の内容といたしましては、指定介護老人福祉施設費で特別養護老人ホーム施設

の増設計画に係るＰＦＩ手法の導入可能性調査を行うための委託料１７５万８千円

及び事業用備品購入費１３６万５千円を計上するものであります。 

議案第７１号「平成１７年度あわら市工業用水道事業会計補正予算（第１号）」に

つきましては、収益的支出の営業費用において、ポンプ施設外壁の塗装を行うための

修繕費１５万３千円を計上し、補正後の工業用水道事業費用の予定額を１,００５万

４千円とするものであります。 

以上、４議案につきまして、よろしく審議をいただき、妥当なるご決議をいただき

ますようお願い申し上げます。 

○副議長（東川継央君） 上程議案に対する総括質疑を許します。 

質疑はありませんか。 

○１６番（穴田満雄君） 議長、１６番、穴田。 
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○副議長（東川継央君） １６番、穴田満雄君。 

○１６番（穴田満雄君） １６番、穴田満雄。 

今、一般会計の補正予算の説明を受けたんですけども、それに関して２点程質問を

お願いしたいと思います。 

まず、１点目ですが、国際交流事業費、これは総額で１８６万の追加補正という事

で計上されておりますけれども、この中で８の報奨費、９の旅費ですけれども、８の

報奨費では記念品等で、６万８千円、特別職の旅費で４８万の計上がされております。 

報奨費で見ますと、昨年は市長が、紹興市あるいは仙台市へ公式訪問したというこ

とで、平成１６年度は３７万計上してあったんですけれども、今年は紹興市の芸術祭

ですかね、これに公式訪問すると、１０月１３日から１７日までですか、その関係で

記念品が６万８千円という金額を補正したんですけども、この記念品の金額ですね、

金額を決める規準は何かに、例えばですよ、例えばあわら市の条例に出てるとか、あ

るいは他のその基準に沿ってやるんですとか、こういった決まりはあるのですか。 

○副議長（東川継央君） 市長室理事、長谷川賢治君。 

○市長室理事（長谷川賢治君） この報奨費につきましては、今回、浙江省と紹興市の

方へ２市、訪れるということで、それぞれ３万円の２件分持っておりますが、現在基

準的なものはですね、現在ございません。 

旧芦原町時代もだいたい、一回の訪問につきまして、５万円程度のものは出してお

りました。その時その時によってですね、１５周年とか大きい事業のときは、１０万

程度持って行った時もございますが、基本的には大体、あわら市になりましてから３

万程度、昨年度の３７万と大きかったのは、旗を作りました関係で、そういう関係が

入っておりまして大きくなったものでございます。 

○１６番（穴田満雄君） 議長。 

○副議長（東川継央君） １６番、穴田満雄君。 

○１６番（穴田満雄君） 今の答弁ですけども、私理解に苦しむんですね、と言います

のは、市長が公式訪問なんですよ。市長が公式訪問で行く以上は、やっぱり市長はあ

わら市のリーダーですから、あわら市のリーダーが行くのにやね、やっぱり相手に対

して、あんまり失礼な事も出来ないと、あんまり相手に対して失礼にあたるような事

も、そういう記念品として持っていくわけにはいかないと。そうなれば、これからあ

わら市は紹興市と継続的な協定書も結んであります。これからもたぶん、そういう公

式訪問は、私あるんじゃないかと思うんですわ。 

ですから、そういう中でただ、ちょっと失礼な言い方になるかもわかりませんけれ

ども、思いつきの金額でもって記念品を決めるんだと、こういうやり方はいかがな物

かなと思います。ですから、これからやね、今ほど言いましたように市長の公式訪問

も出て来るじゃないかと思いますから、早急に、早急に市長が行ってもやね、恥をか

かないような、そういう金額を決めて置くのが妥当じゃないかと思いますから、ひと

つ検討方、お願いしたいと思います。 

これは答弁結構です。 
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それから、次に、保育園あるいは幼児園ですね。幼児園の公設民営化に関連しまし

て、ちょっとお尋ねしたいと思います。 

先般の全員協議会ですかね、全員協議会の中で、来年度は本荘と金津ですかね、こ

の２つの保育園あるいは幼児園を公設民営化していくんだと、それはそれなりに今の

世の中の潮流、流れがそういうようになってますから、理解できない事はないです。 

ですが、これに関連しまして、今この公設民営化するにあたって、昨年も細呂木を

やりましたけれども、公設民営化するにあたって、市の財政ですね、市の財政がどれ

ぐらい抑制できるのかと、あるいは削減できるのかと、こういう事についてちょっと

お尋ねしたいと思います。 

○副議長（東川継央君） 福祉保健部、清水芳文君。 

○福祉保健部長（清水芳文君） ただ今の穴田議員の質問にお答えをさせていただきま

す。 

公設民営化につきましては、来年度、東保育所と本荘幼児園をお願いをするわけで

ございます。又、北潟幼児園につきましても、そういう方向で進めておるわけでござ

います。 

純然たる財政状況につきましては、現在、臨時保育士を約２０名ばかり雇用してい

るわけでございます。その金額につきましては、ちょっと把握してはございませんけ

ども、この２０名の臨時保育士が純然たる、無くなっていくのではないかなと、当然

若干、残る可能性もありますけれども、やはり 1０名なり、１５名の臨時保育士は一

般の保育士でまかないができると、そういうようなメリットがあるわけでございます。 

それともう一点は、やはり公設民営化して、やはり、保育所でそれぞれ、独自の保

育をやっていただくわけでございますので、より公的な保育士よりも、特色の持った

保育が出来るというような、メリットもあるのではないかなと、思うわけでございま

す。 

よろしくお願いしたいと思います。 

○１６番（穴田満雄君） 議長。 

○副議長（東川継央君） １６番、穴田満雄君。 

○１６番（穴田満雄君） 今の部長の答弁ですと、それなりに理解は出来ます。そうし

ますと、平成１７年度、今年度ですね、今年度、国あるいは県からの、保育所の運営

負担金というんですかね、これがトータルで１億４００万ほど、国から出ていると、

そうしますと、反面、この保育園、あわら市には６つの私立の保育園がありますけれ

ども、これに対する措置費が合計、トータルで３億６，１００万、そうしますと差し

引き、２億６千万円ほどが市の一般財源からの持ち出しせざるを得ないと、そうしま

すと、私冒頭に言いましたように、この公設民営化することによって、どういうメリ

ットが出てくるんだと、確かにやね、その民間にやってもらえれば、民間のノウハウ

を取り入れた、いろいろな、その保育園における、園児に対する指導も変わってくる

んじゃないかと思いますけれども、やっぱり我々が考えざる得ないのは、歳出削減が

どれだけ出来るんだと、歳出抑制がどれだけ出来るんだと、そういう事が、私、一番
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大事じゃないかと思うんですわ。 

そういう観点から、ひとつ部長、答弁方お願いします。 

○副議長（東川継央君） 福祉保健部、清水芳文君。 

○福祉保健部長（清水芳文君） 先ほど申し上げた訳でございますけれども、民間であ

れ、公的であれ、措置費にかかわります一人当たりの単価は変わらないわけでござい

ます。 

現在、市の公的保育所におきまして、約２０名ばかりの臨時保育士を雇用している

訳でございますので、この部分が純然たる、財政的には負担しているわけでございま

すが、この部分につきましては純然たる減になるという事でございまして、２０名全

てが減になるわけではございませんけれども、１５、６名前後の財政的な軽減がなさ

れるということでございます。 

○１６番（穴田満雄君） 議長。 

○副議長（東川継央君） １６番、穴田満雄君。 

○１６番（穴田満雄君） そうしますと、話しは冒頭に戻りますけれども、今年度、平

成１７年度は６つの私立の保育園があると、１８年度から２つになって、８つになっ

てくると、そうしますと、最終的に市としては、今現在、他にまだ残っている公的な

公立の保育園、あるいは幼児園ですかね、幼児園をすべて公設民営化にしてしまうと、

そういう考えを持っておられるのかどうか、お願いしたいと思います。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 時代の流れがございますが、当初は金津地区にひとつと、芦原

地区にひとつぐらいは、幼児園あるいは保育所をしばらく残しておきたいと思ってお

ります。 

これは今民営化している、幼児園あるいは保育所の運営が安定するまで、やはり園

児の自動調整といいますか、ある程度安定的な園児数がいないとですね、運営が難し

いという部分がございますので、そういった事とそれから園児の中に、非常に難しい

園児っていうんですか、手のかかる園児がおられますので、そういった事が例えば、

民間の方ですとなかなか難しい部分がございますので、そういった事もしばらく解決

までですね、自動調整という形で、旧金津と旧芦原の地区にひとつづつぐらい、しば

らく置きたいと思っております。 

ただ、時代のスピードがかなり速いように、私は感じております。従いまして、こ

れがいつまで市で持っている方がいいか、あるいは民間の方に早く移した方がいいか

というのは、時代の流れと合せて、また、議員の皆さんとも相談しながら進めてまい

りたいと思っております。 

○副議長（東川継央君） 他に質疑はありませんか。 

○４番（山川知一郎君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ４番、山川知一郎君。 

○４番（山川知一郎君） ４番、山川です。 
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総務費のですね、賦課徴収費、市税過誤納還付金５００万という内容について、ち

ょっと説明をお願いしたいと思います。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） ただ今のご質問でございますけれども、市税のすでに納め

られた、いわゆる税でございまして、当初予算では１千万円を計上してございました。 

そういう事で、すでに執行済は８５０万近くに達しておりまして、今後の見込みも

想定されることでございますので、今回予算総額を１，５００万とする予算措置をお

願いしていただいたものでございます。いわゆる企業におきます予定納税制度にとも

ないます返還金でございますのでご理解していただきたいと思います。 

○４番（山川知一郎君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ４番、山川知一郎君。 

○４番（山川知一郎君） ４番、山川です。 

予定納税に伴う還付というのと、これ見ますと過誤納となってますけども、別に、

そうすると誤りという事ではないわけですか。 

ちょっとそこが、よくわからないのですが。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） 説明不足がございまして、大変申し訳ございません。 

完全に間違った税も含まれておりますので、言葉足らずで大変申し訳ないと思いま

す。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） どうもすみません。 

予定納税の先ほど、ご説明申し上げまして大変説明不足でございましたが、いわゆ

る企業におきましては、先に納める制度がございまして、その制度を私、申し上げた

ところでございますので、企業の営業上、余裕のある企業につきましては先に納める、

こういう制度でございます。 

それに基づきまして、決算に基づく申告がございまして、それに基づいて税を確定

する、こういう制度がございますので、その制度を申し上げたところでございます。 

○４番（山川知一郎君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ４番、山川知一郎君。 

○４番（山川知一郎君） ４番、山川です。 

今の説明はわかりますが、予定納税して、決算したら赤字とかですね、そういう事

で納めすぎたから還付するというものと、賦課決定した金額、市の方がしたのがです

ね、間違って還付するとかっていうやつもあると思うんですが、そこらの予定納税が

納めすぎで還付するやつと、間違ったもので還付する額とですね、それはどんな内容

かというのは、できればお願いしたいと思います。 
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○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） 完全に、いわゆる二重取りといますか、口座振替とですね、

直接納付ということでの二重取りの部分が、過誤納の部分があるわけでございますけ

れども、今、手元に額的にはどれだけかという資料を持っておりませんので、後ほど

総務委員会等で、その内訳をお示ししたいと思ってますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

○副議長（東川継央君） 他に質疑はありませんか。 

（｢なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 質疑なしと認めます。 

○副議長（東川継央君） ただいま議題となっています議案第６８号から議案第７１号

までの４議案は、お手元に配布してあります議案付託表のとおり、それぞれ所管の常

任委員会に付託します。 

 

 

◎議案第７２号の上程・提案理由説明・質疑・委員会付託 

○副議長（東川継央君） 日程第１９、議案第７２号、あわら市バス事業に関する条例

を廃止する条例の制定についてを議題とします。 

○副議長（東川継央君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただいま上程されました議案第７２号「あわら市バス事業に関

する条例を廃止する条例の制定について」の提案理由の説明を申し上げます。 

本年１１月１日から、市民の皆さんの日常の交通手段として、市内全域を対象とし

た６路線のコミュニティバスを運行することに伴い、現行の市バス事業を廃止する必

要があるため、この案を提出するものであります。 

よろしくご審議をいただき、妥当なるご決議をいただきますようお願い申し上げま

す。 

○副議長（東川継央君） 上程議案に対する質疑を許します。 

○副議長（東川継央君） 質疑はありませんか。 

（｢なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 質疑なしと認めます。 

○副議長（東川継央君） ただいま議題となっています議案第７２号は、お手元に配布

してあります議案付託表のとおり、総務常任委員会に付託します。 

 

 

◎議案第７３号の上程・提案理由説明・質疑・委員会付託 

○副議長（東川継央君） 日程第２０、議案第７３号、教育に関する事務の委託に関す
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る協議についてを議題とします。 

○副議長（東川継央君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただいま上程されました議案第７３号「教育に関する事務の委

託に関する協議について」の提案理由の説明を申し上げます。 

本年１０月１日に石川県加賀市と山中町が合併し、新たに加賀市が設置されること

に伴い、吉崎地籍及び浜坂地籍の中学校生徒の教育事務を同市に委託することについ

て協議する必要があるので、この案を提出するものであります。 

よろしくご審議をいただき、妥当なるご決議をいただきますようお願い申し上げま

す。 

○副議長（東川継央君） 上程議案に対する質疑を許します。 

○副議長（東川継央君） 質疑はありませんか。 

（｢なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 質疑なしと認めます。 

○副議長（東川継央君） ただいま議題となっています議案第７３号は、お手元に配布

してあります議案付託表のとおり、教育厚生常任委員会に付託します。 

 

 

◎議案第７４号の上程・提案理由説明・質疑・委員会付託 

○副議長（東川継央君） 日程第２１、議案第７４号、市道路線の認定についてを議題

とします。 

○副議長（東川継央君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただいま上程されました議案第７４号「市道路線の認定につい

て」の提案理由の説明を申し上げます。 

本案につきましては、旧金津町及び旧芦原町の市街地を連結する幹線道路を整備す

るにあたり、芦原重義土地改良区農道及び農免芦原東部線の２路線を市道路線として

認定する必要が生じたため、提出するものであります。 

よろしくご審議をいただき、妥当なるご決議をいただきますようお願い申し上げま

す。 

○副議長（東川継央君） 上程議案に対する質疑を許します。 

○副議長（東川継央君） 質疑はありませんか。 

（｢なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 質疑なしと認めます。 

○副議長（東川継央君） ただいま議題となっています議案第７４号は、お手元に配布

してあります議案付託表のとおり、産業建設常任委員会に付託します。 
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◎議案第７５号から議案第８０号の一括上程 

・提案理由説明・総括質疑・討論・採決 

○副議長（東川継央君） お諮りします。 

審議の都合上、日程第２２、議案第７５号、福井県市町村職員退職手当組合を組織

する地方公共団体の数の減少、同組合規約の変更及び財産処分について 

日程第２３、議案第７６号、福井県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２４、議案第７７号、福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する

地方公共団体の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２５、議案第７８号、福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する

地方公共団体の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２６、議案第７９号、福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び同組合規約の変更について 

日程第２７、議案第８０号、福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び同組合規約の変更についての議案６件を一括議題とし、市長から提

案理由の説明を求めたいと思います。 

これにご異議ございませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 異議なしと認めます。 

よって、議案第７５号から議案第８０号までの６議案を一括議題とし、市長から提

案理由の説明を求めます。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） ただいま上程されました議案第７５号「福井県市町村職員退職

手当組合を組織する地方公共団体の数の減少、同組合規約の変更及び財産処分につい

て」から議案第８０号「福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団体の数

の減少及び同組合規約の変更について」までの６議案について、提案理由の説明を申

し上げます。 

これら６議案につきましては、本年１０月１日の武生市と今立町の合併による越前

市の設置及び１１月７日の和泉村の大野市への編入に伴い、福井県市町村職員退職手

当組合、福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合及び福井県市町村交通災害共済組

合の規約変更等について、それぞれに協議する必要があるため、提出するものであり

ます。 

よろしくご審議をいただき、妥当なるご決議をいただきますようお願い申し上げま

す。 

○副議長（東川継央君） 上程議案に対する総括質疑を許します。 
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○副議長（東川継央君） 質疑はありませんか。 

（｢なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 質疑なしと認めます。 

○副議長（東川継央君） ただ今、議題となっております議案第７５号から議案第８０

号までの６議案につきましては、会議規則第３７条第２項の規定により、委員会付託

を省略したいと思いますが、これにご異議ありませんか。 

（｢異議なし｣と呼ぶ者あり） 

○副議長（東川継央君） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第７５号から議案第８０号までの６議案については、委員会付託

を省略することに決定しました。 

○副議長（東川継央君） これより、討論に入ります。 

討論はありませんか。 

(｢討論なし｣と呼ぶ者あり) 

○副議長（東川継央君） 討論なしと認めます。 

○副議長（東川継央君） これより、議案第７５号、福井県市町村職員退職手当組合を

組織する地方公共団体の数の減少、同組合規約の変更及び財産処分について 

議案第７６号、福井県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び同組合規約の変更について 

議案第７７号、福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する地方公共団体

の数の減少及び同組合規約の変更について 

議案第７８号、福井県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する地方公共団体

の数の減少及び同組合規約の変更について 

議案第７９号、福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び同組合規約の変更について 

議案第８０号、福井県市町村交通災害共済組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び同組合規約の変更について、以上、議案６件を一括して採決します。 

○副議長（東川継央君） 議案第７５号から議案第８０号までの６議案は、原案のとお

り決することに賛成の方は、起立願います。 

(賛成者起立) 

○副議長（東川継央君） 起立全員です。 

したがって、議案第７５号から議案第８０号までの６議案については、それぞれ原

案のとおり可決いたしました。 

○副議長（東川継央君） 暫時休憩します。 

（午前 11時 40 分） 

 

○副議長（東川継央君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 1時 00 分） 
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◎一般質問 

○副議長（東川継央君） 日程第２８、これより一般質問を行います。 

 

 

◇八木秀雄君 

○副議長（東川継央君） 一般質問は、通告順に従い、１番、八木秀雄君の一般質問を

許可します。 

○１番（八木秀雄君） １番、八木秀雄。 

○副議長（東川継央君） １番、八木秀雄君。 

○１番（八木秀雄君） 一般質問をさせていただきます。 

挨拶の励行、言葉かけについて、一般質問をさせていただきます。 

あわら市は、ゆうゆうと人が輝く、いやしと創作のまちが、まちづくりの基本理念

であります。新市の将来像、新市の施策を掲げても、人が輝く事、輝けなければ、ま

ちづくりの目標は達成できないと思われます。 

私、八木秀雄は今回の選挙中、あわら市のまちづくりは、人づくりから始まると訴

えてきました。合併によって２つの町がひとつになる事により、相互の絆が求められ

ています。人づくりは挨拶から始まるのではないかと思います。 

挨拶という言葉、挨という言葉は心を開くという意味です。下の拶の語源は、相手

に近づく、迫るという意味です。 

私は昭和５５年から、スポーツ少年団の活動を行ってきました。その中で、練習前

と終わりには、挨拶の励行を続けてきました。常に感謝の心を持った挨拶を指導して

きました。 

さて、松木市長も６年前から、朝の挨拶運動に参加しているとお聞きしましたが、

継続している理由と成果をお聞きしたいです。 

また、挨拶運動の現状を認識しているか、答弁を願います。 

次に、挨拶の効用を市民上げて再認識する運動を図り、まちづくり活性化の源とし

たいが、どのように考えているか、答弁を願います。 

推進の具体策として、挨拶推進の日を定め、市民意識の高揚を図る、各家庭、学校、

職場、そして地域の傾向、挨拶励行の看板等の設置等あるか、どのように考えるか、

答弁を願いします。 

以上です。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 八木議員のご質問にお答えいたします。 

あいさつ運動についてのご質問でございますが、八木議員には、長年にわたってサ

ッカースポーツ少年団のお世話をされ、選手たちにあいさつの大切さや礼儀としての

あいさつの励行を指導されてこられたとお聞きいたしておりますが、大変ありがたい

ことであると思っております。 
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私も、あいさつは、社会のなかにあって、人間を形成し、人と人が融和するうえで

の基本であると考えております。 

さて、あわら市のあいさつ運動の現状についてでございますが、旧金津町において

は、伸び行く町民運動活動の一つとして、２０年来続けられてまいりました。 

あわら市におきましても、ゆうゆうと輝く市民の会が中心となり、毎月１５日の青

少年健全育成の日に、朝のあいさつ運動として、各小、中学校の校門前で登校する児

童、生徒に声かけを実施しているところであります。 

５月と１０月の１５日には、私も関係者の皆さんとともに、ＪＲ芦原温泉駅とえち

ぜん鉄道あわら湯のまち駅に立ち、通勤、通学に公共交通機関を利用されている皆さ

んに対しまして、あいさつ運動を行ったところであります。 

現在は、ゆうゆうと輝く市民の会にとどまらず、民生委員児童委員や青少年健全育

成市民の会員をはじめ、警察少年協助員、地区交番の警察官、ＰＴＡ役員、各学校の

教師の皆さんも加わりまして、児童、生徒に声をかけていただいております。 

さらには、この活動を高校にも広げようと、昨年からは市の青壮年団体連絡協議会

役員の皆さんが率先して運動の展開を始めているところでございます。 

先日、中学校の生徒たちと話す機会があり、学校で自分たちの自慢できることを尋

ねたところ「あいさつです」と元気な大きな声と笑顔で答えてくれて、大変うれしく

思ったところでございます。 

あいさつ運動が一人ひとりの気持ちのこととして実践されていくよう、今後とも大

きく輪を広げてまいりたいと考えております。 

また、毎朝の元気で明るいあいさつは、お互いの気持ちを爽やかにして、今日一日

の仕事や勉学に精一杯取り組もうとする活力につながるものであります。 

家庭では家族の絆と信頼を確かめ、学校では友達同士の友情や先生と児童の尊敬と

いたわりを育み、職場でも、会議や商談がスムーズに運び、地域においては相互の融

和を図り、地域の活性化、ひいてはまちづくりにつながって行くものと考えておりま

す。 

このように、あいさつ運動は地道な活動を根気よく継続していくことが必要であり、

少しずつではありますが、着実に、あいさつ運動の意識、皆さんの輪が確実に広がっ

ているものと感じております。 

人と人のつながりは、あいさつから始まり、にこやかな応対によってお互いの信頼

が生まれていくものであります。 

あいさつを運動として発展させていくだけでなくて、普段の家庭のなかで、家族が

にこやかにあいさつを交し合うことの大切さを認識して、実行していくことこそが、

今の時代に最も必要なことだと考えております。 

これらの実現のために、市といたしましても、議員のご提案にもありましたが、市

独自の「あいさつの日」の制定や啓蒙のための街角表示、さらには、「あいさつのス

スメ」などの冊子の作成など、実施可能なものについては、早急に実施いたしたいと

考えておりますので、よろしくお願いを申し上げます。 
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○１番（八木秀雄君） 議長。 

○副議長（東川継央君） １番、八木秀雄君。 

○１番（八木秀雄君） 私なりに、挨拶の推進の具体的な提案をします。 

大人が変われば子供も変わる運動。子供と接する時、出来るだけいい事を見つけ、

誉める。大人は自分が正しい思い込んだ事が多く、どんな時でも自分を見直し、反省

をする。子供、学生は学校で挨拶運動を励行している。 

私は家庭内で話し合いをし、両親が見本になり、挨拶励行を辛抱強く行う事が、一

番良いのではないかと思われます。 

子供も一人の人間として、対等に認める事により、自然と大人たちを認めてくれる

と思います。挨拶、言葉かけにより、知らない相手のコミュニティーの一歩になり、

相手を理解し、自分を知ってもらう。 

挨拶にはお金もかからないのに、大人の人はなぜ挨拶が出来る人が少ないのでしょ

う。我々は文明の物に頼らず、自分に持っている、体から発信する事を忘れているの

ではと思います。 

松木丸にとって、舵取りの軸は挨拶の運動、そして対話と思われます。いかがでし

ょうか、市長のご答弁をお願いします。 

○市長（松木幹夫君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 今ほど、八木議員の提案でございますが、大変、内容が良いな

と思います。家庭にも、あるいは学校にもこれから、そういった形で広めてまいりた

いとおもいます。 

実施にあたりましては、やはり学校のＰＴＡと相談をしながら出来るだけ、輪を大

きく広がるようにご相談をしていきたいと考えておりますので、また、八木議員のい

ろいろなアドバイスも頂きたいと思いますので、よろしくお願いを申し上げます。 

○１番（八木秀雄君） 議長。 

○副議長（東川継央君） １番、八木秀雄君。 

○１番（八木秀雄君） １番、八木秀雄です。 

ちょっと私、インターネットでこういう文面を見つけました。ちょっとお聞きくだ

さい。 

人づくり、ちょっといい話し。声かけの高揚。橋本さんという通産省の役員がいま

してね、非常に面白い人です。鋳造課長になった時、役所と交渉して、毎週木曜日だけ、

一日自由にさせて下さいと言って、彼は役所の車を使わないで、自分の車で、まず、東

京都内の金型を作っている所の鋳造をやってる所、そういう工場を回って歩くのです。

もう、２千件くらい全国を回った男です。 

それでわかった事は、町工場に行くと、茶髪やピアスをしている彼らに、お前どう

して、３Ｋといわれるこのような暗い、汚い、くさい所で働いているんだと聞くと、

あの先輩がいるからねと、言ったそうです。 

先輩がどうしたんだと言うと、前に一緒にオートバイをぶっとばしたり、ディスコ
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で踊ったり、その遊び仲間だった先輩が町工場で働くようになった。それで顔を見せ

なくなったため、３ヶ月ぐらいして、また一緒に遊ぼうと工場を訪ねると、先輩はも

くもくと働いていた。茶髪でピアスを外しちゃって、｢先輩、変わったんですね。｣｢う

ん、変ったか。俺、変ったかもしれない。｣｢どうして先輩変ったんですか。｣｢ここの

親父さんがいいんだよ。朝、おはようと、向こうから声をかけてくれるんだ、それで、

何かわからない事あるかいと教えてくれるんだよ。お前な、声かけられてな、教えて

くれてな、ちょっと人間動けなくなるぞ。で、俺こうなちゃたんだよ。でも俺、よう

やく人間が生きているという事がわかったよ。｣｢それじゃ先輩、俺も入れて下さい。｣

というように、この町工場はずっと、茶髪の系列が出来てしまったんです。 

おはよう、ご飯を食べたかい、元気かと、そういう挨拶は心を開いて、相手に迫り、

お互いに情報をそこから交換し合うという事です。 

このお話で、松木さん、松木市長さん、なんか感想を述べて下さい。 

○市長（松木幹夫君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 大変いいお話を聞かせていただきました。 

実際にはそういうお話が、あちこちでたくさんあるといいなと思います。 

若い方もそういった胸襟開いてですね、お話をしていけば、そういった方が大きく

広がって、あんまりぐれたような、そういう方が少なくなってくるんではないかなと

思います。 

今の時代、そういうお話は非常に大切な事かなと思っております。そういうような

話しをあちこちでしていただきますようにお願いを申し上げます。 

 

 

◇向山信博君 

○副議長（東川継央君） 続いて通告順に従い、８番、向山信博君の一般質問を許可し

ます。 

○８番（向山信博君） 議長、８番、向山。 

○副議長（東川継央君） ８番、向山信博君。 

○８番（向山信博君） ８番、向山、質問をいたします。 

全国的に、これまでにない大きなインパクトがあった、衆議院議員選挙も終わり、

自民党が圧勝いたしました。選挙は理屈じゃないと聞かされておりましたけれども、

私も思っていましたが、改めてこのことが自分自身、理解したように思っているとこ

ろでございます。 

これからは改革を含め、それぞれの公約をきちんと本気で実行していただく為に、

力いっぱいがんばってほしいと、国民の一人として思っているところでございます。 

また、今回の選挙はいろいろとございましたけれども、小泉執行部はこれまでにな

い手法を使っての勝利でありましたが、国民の関心と思いが判断された選挙であった

というようにも思います。 
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まだまだ先行き不透明な今の時代にあって、国民の皆様方は強いリーダーシップを

発揮する人を求めた結果であるともいうように思っております。ただ、我々の地方に

とって三位一体改革と称しての政府の改革は、まだまだ途上でございます。税源移譲

がなく、厳しい財政状況の中で、地方の行財政の自立のため、財政基盤をきちんと確

立しなければなりません。どのような改革をどのように計画を建て、市民の負託に答

えて行くのか、非常に難しい状況の中で、真剣に取り組まなければならないというよ

うに思っています。 

このような中で、我々議会と行政は、市民のリーダーとして現状をしっかり把握し、

理解を深め、行政を確実に進めなければならないと思っています。我々はある程度想

定できる歳入の中で、行財政改革にしても今後のいろいろな計画にいたしましても、

ある程度確実に進めるべきであるというように思います。従って単年度でやらなけれ

ばならない改革や事業、数年かけてやらなければならない改革や事業を分けて、計画

し実行しなければならないというように思います。 

この事については市民の皆様方にきちんと説明し、理解を得ながら進めるべきであ

るというように思います。もちろん市民の皆様方にがまんをお願いするのも我々の仕

事であるというように思います。 

このような行政、議会の審議の中身を広く皆様方、市民の皆様方に知っていただく

必要があると思います。また、この事が議会にもつながるというように思います。 

おかげさまで、今年度中にケーブルテレビが市内全域をカバーする事が決まりまし

た。そしてこれからは、行政の中身を少しでも早く市民の皆様方に開示できるよう、

加入促進をはからなけらばならないというように思っているところでございます。 

また、関心のある情報の提供につきましても、行政として中身を考えて放映をしな

ければならないというように思います。 

そこで市長にお尋ねをいたします。 

せっかくケーブルテレビが市内全域をカバーをするのですから、情報の早期伝達の

ためにも加入促進を図るべきであるというように思いますが、その方法について市長

はどのように考えておられるのかお聞きをしたいと思います。 

また、これを機会に市政のいろいろな情報を提供すべきであるというように思いま

す。特に議会の放映をすべきであるというように思いますが、市長のお考えをお聞き

したいと思います。 

二つ目の質問でございますが、安全で安心して暮らせるまちづくりの為に、高齢者

が増加し、子供夫婦の多くが共稼ぎであり、日中は高齢者しかおらない現状において、

特に高齢者の緊急対応、連絡体制について早急に構築しなければならないというよう

に思います。 

我々の住んでいる周辺地域においては、救急車の到着に相当時間がかかります。早

急な対応は難しい状況であります。市としてこのような対応についても計画的に進め

るべきであるというように思いますが、市長のお考えをお聞きしたいと思います。 

以上、私の二つの質問を終わりますけれども、一回目の質問を終わりますけれども、



 38 

市長におかれましては真摯な答弁をお願いいたします。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 向山議員のご質問にお答えをいたします。 

１点目のケーブルテレビの活用に関するご質問でございますが、本市のケーブルテ

レビの整備は、総務省の「新世代ケーブルテレビ施設整備事業」による補助事業と県

補助及び合併特例債を活用した事業として現在整備中であります。 

年内には市内全域へのケーブルテレビ及びケーブルインターネットのサービス提

供ができるよう工事に着手いたしておるところでございます。 

また、この事業の採択要件といたしまして、市町村による自主制作番組の放送が義

務付けられております。このことから市ではケーブルテレビの２９チャンネルを行政

専用の「チャンネルあわら」として利用し、文字放送による市からのお知らせやお悔

やみなどを提供するほか、学校行事や文化行事、地域行事などの映像放送を放映いた

しておるところでございます。 

議員ご指摘のとおり、ケーブルテレビへの加入率が高ければ高いほど、効率的に行

政の情報が早く、広く伝達できるわけであります。 

サービス開始後６カ月間の加入促進助成金の交付やパンフレットの配布、加入促進

イベントの開催などと併せまして、この行政チャンネルを充実させることが加入促進

に取りましても重要であると考えております。 

市民の皆さんにとって最も身近なコミュニティチャンネルとして、また、市内全域

の行事や見どころを紹介するとともに、少しでも多くの市民の皆さんの顔が登場する

番組づくりに努めているところであります。 

また、災害時や災害警戒時における避難情報などの早期伝達にも有効な手段と考え

ておりますので、全域へのエリア拡大を機に運用を開始することにいたしております。 

しかし、運用開始にあたり加入率が問題となることから、ケーブルテレビの運営主

体であります丸岡春江タウンテレコム株式会社や近隣町を交え、高齢者世帯や一人暮

らし老人世帯などへのチャンネル数や低料金体系等のサービス提供についても協議

を行う予定となっております。 

次に、ケーブルテレビでの議会放映について申し上げます。 

議会を放映する場合には、多くの検討すべき事項があると考えております。 

まず、放映の対象について、本会議のほか常任委員会、特別委員会の全ての会議と

するのかどうか、本会議のみとした場合でも、提案理由、一般質問、委員長報告、採

決など全てどうか、また、生放送か、録画放送かなど、調整すべき事項が多々ござい

ます。 

開かれた市政、身近な市政を実現するためにもケーブルテレビの積極的な活用は不

可欠であります。また、時期的には市内全域への整備が完了した後の３月定例会の放

送が可能であると考えておりますが、放映の対象、方法等につきましては、議会内で

の十分な協議も必要であると考えております。 
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次に２点目の高齢者の緊急医療体制や連絡体制に関する質問にお答えいたします。 

あわら市では、民生委員の協力を得ながら、高齢者の一人暮らし世帯や高齢者世帯

の状況、緊急連絡先等を把握し、福祉推進委員とともに、このような皆さんの見守り

活動等を行っております。 

特に病弱な高齢者の単身世帯に対しては、緊急通報装置を設置し、緊急時に備えて

いるところでございます。 

しかし、昼の時間、高齢者だけになる世帯をはじめ、母子家庭や父子家庭などの弱

者の立場にある世帯の見守りについては、各地区での早急な対応が欠かせないもので

あります。区長をはじめ、民生委員や福祉推進委員などの関係機関と連携した地区単

位での地域ネットワークの構築を検討して参りたいと考えております。 

また、ケーブルテレビの利用につきましては、様々な情報提供はもとより、今後デ

ジタル化が推進されれば双方向での利用が可能になり、緊急時の通報手段としても十

分対応できるものであります。このような意味からも、より多くの世帯が加入するよ

う、その普及促進に努めてまいりたいと考えております。 

○８番（向山信博君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ８番、向山信博君。 

○８番（向山信博君） １点目の件につきましては、市長は十分理解して頂いたと思い

ます。従って、私といたしましては、今後議会内で十分協議をしながら、３月議会に

向けて議論をしながら進めて行きたいというように思います。 

二つ目の質問でございますけども、今、計画策定中の総合振興計画の中でも議論さ

れておりますけれども、地域防災システムを活用し、地域ぐるみの連絡体制の整備と

ありますけれども、これらを利活用するのもひとつの方法ではないかというように思

ってます。 

また、旧芦原町がやってます無線の連絡についても、考える必要があるじゃないか

と思ってます。 

また、救急車の配備についきましても、昨今の財政状況の中で、拠点を増やすとい

うのは非常に難しい状況であるかと思いますが、何も運転手を常に配置するというこ

とでなくても、先ほど申しました地域の方々が応急手当て、それから運送ということ

ぐらいのコミュニケーションを図りながら拠点を作るというような方法も可能であ

ると思いますので、その点について市長、もしも回答があればお聞きしたいなと思い

ます。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） 現在、地域防災計画については策定中でございまして、整

備している最中でございますけれども、この中におきまして、避難体制についても検

討しているところでございます。 

質問の中にございましたように、その手法のひとつとしましては、ケーブルテレビ

の利用もということでのご意見がございました。当然、担当レベルでは十分検討いた
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している状況でございまして、ただ、市長の答弁の中にもありましたように必ずしも

このケーブルテレビの接続とですね、避難体制とは一致しずらいといいますか、一人

暮らし、また、高齢者の世帯では必ずしもケーブルテレビの接続が進まないであろう

という考えがあるわけでございます。そこで、市長の答弁にもございましたように、

現在ケーブルテレビの月額の使用料が非常に、２,７００円ということで、高齢者に

とってはかなり高額ではないかという問題がございまして、現在の所、いわゆる行政

チャンネルを含めた小さいチャンネル数での放送料という検討も今やっているとこ

ろでございます。 

これらが実現すれば一人暮らし、高齢者の方もケーブルテレビの接続がしていただ

けるものと、このような考え方でそれぞれ、交渉しているところでございます。 

そういうことでケーブルテレビでの救援体制も十分検討していると、ご理解してい

ただきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

○８番（向山信博君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ８番、向山信博君。 

○８番（向山信博君） 即答といいますか、今後の計画については難しい面も多々ある

かと思います。そういう意味で議論は議論として、実行すべく早期手当てをする事も

大事であると思います。従って、このような件につきましても、今後市長の必要な時

には、更なるリーダーシップを発揮して頂いて、今後の対応にも力を入れていただく

ようにお願いを申し上げまして、私の質問を終わりたいと思います。 

ありがとうございました。 

 

 

◇坪田正武君 

○副議長（東川継央君） 続いて通告順に従い、９番、坪田正武君の一般質問を許可し

ます。 

○９番（坪田正武君） 議長、９番、坪田。 

○副議長（東川継央君） ９番、坪田正武君。 

○９番（坪田正武君） 通告順に従い、９番、坪田正武、一般質問をさせていただきま

す。 

まず、第一の質問をさせていただきます。 

あわら市の防災システム、及び無線機の整備についてお尋ねをします。 

災害は忘れた頃にやってくると言いますが、昨年は日本国内のみならず、海外にお

いても、スマトラ沖地震、新潟中越地震と痛ましい災害にあっております。また、新

しいところでは、ニューオーリンズ市のハリケーン、カトリーナと、国内では９月６

日の台風１４号による九州地方の災害と記憶に新しいところであります。 

災害は他人事でなく、私たちの問題として備えていかなければなりません。 

いかに現場の状況を把握し、迅速に対応する事が災害を最小限に食い止めるひとつ

の対策ではないかと思います。 



 41 

この事を踏まえ、我があわら市の防災システムの整備状況をお尋ねします。 

まず、１番に災害が起きたとき、災害時におけるあわら市として、消防署、警察署、

関係各位の連絡網、緊急手段方法はどのように対応するのか。 

２番目、災害対策本部の設置、職員の招集方法、被害者の救援、救助、災害情報入

手等はどうするのか。 

３番、旧金津地区と芦原地区に整備されている無線機の周波数の違い、また、山間

部への連絡網の対応はどのように考えているのか。 

４番、芦原地区に整備されている同報放送整備が整備されているが、金津地区にも

同じような整備はできないか。 

以上４点を、まずお尋ねします。 

２番目の質問をいたします。 

災害時の停電災害についてであります。 

災害となれば、対策本部は庁舎内に設置されると思いますが、災害時の１番は、ラ

イフラインの確保と思います。水、通信の確保はもちろんであるも、特に電気が確保

できないと、適切な対応に問題が出るのではないかと思います。 

災害、必ずしも停電とはなりませんが、非常電源を整備する事は絶対必要と考えて

おります。 

釈迦の説法かもしれませんが、庁舎が停電する事に、次の事が考えられます。 

１番、コンピューターの停止。コンセント不可の停止。また、照明が点灯しないと

いうことは庁舎内の機能の停止と思われます。この時の対応はどうするのか。 

２番目、１９９５年の神戸沖地震をきっかけに、福井県は出先の坂井、南越、奥越、

若狭、それぞれの合同庁舎と土木事務所に非情電源設備を設置しました。これらはあ

くまでも停電対応の対策であります。 

３番、現在金津庁舎に設置されております非常用発電機は、下水道の監視用に設置

されているものと推定されます。こらは容量が小さく、庁舎には対応できないと思い

ますが、停電した場合どうするのかを教えていただきます。 

以上２点をよろしくお願いをいたします。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 坪田議員のご質問にお答えいたします。 

１点目の防災システム及び無線機の整備に関するご質問でございますが、昨年の福

井豪雨や新潟県中越地震は、記憶に新しいところでございます。 

このような災害時における災害対策本部の設置や消防署、警察署等の関係機関との

連絡その他議員ご指摘の各項目につきましては、市町村が処理すべき重要な事項であ

ります。それぞれの地域防災計画に基づいて対処するものであります。 

あわら市における地域防災計画につきましては、現在策定中でございますが、その

なかにおいて、災害時における対策本部の設置、関係機関との連携、相互の役割分担、

情報交換等について規定しているところであります。 
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職員の招集方法につきましては、本年５月にも非常招集を想定した職員の招集訓練

を実施したところですが、その際、伝達手段として職員個々の携帯電話のメールを試

験的に利用しております。 

災害時の電話の通話制限やメールの同報性などを考慮いたしますと、有効な手段の

一つであると考えております。 

次に防災無線に関するご質問でございますが、防災無線には、災害現場等で情報を

収集するための携帯型又は車載型の無線機と通話する「移動系無線」と屋外スピーカ

ーを通じ、住民に災害情報や避難勧告、避難指示を音声で通報する「同報系無線」が

ございます。 

議員ご指摘のように、移動系無線につきましては、旧両町の無線周波数の相違によ

りまして、市内全域をカバーできない状況にあります。一方、同報系無線につきまし

ては、旧金津町の区域は未整備となっております。 

これら、両無線につきましては、災害時等の有効な情報収集手段であり、情報伝達

手段であることは十分認識をいたしております。 

現在はデジタル方式の無線が主流となり、音声伝達のみならず、文字や画像放送も

可能となっております。また、ケーブルテレビなど他のメディアと併用することによ

り、多様な情報伝達、収集手段としての活用も考えられるものであります。 

議員のご指摘にもございましたが、被害者の救援・救助、災害情報の収集等にも、

これらのシステムが活用できるものと考えております 

これらの整備につきましては、現施設との整合性やシステムの有効性、費用対効果

等を十分勘案して、整備方針を決定してまいりたいと考えておりますので、よろしく

お願いを申し上げます。 

２点目の災害時の停電対策に関するご質問でございますが、あわら市では、金津・

芦原両庁舎ともに、非常用発電設備を設置いたしております。 

この非常用発電設備は、停電時における窓口サービス用端末機や庁内ＬＡＮサーバ

ーをはじめ、上下水道監視設備や屋内消火栓などの電源確保を目的として設置された

ものであります。 

このため、設備の発電容量も必要最小限に留めたものであり、非常用発電設備では

ございますが、あらゆる災害時を想定しているものではございません。 

議員ご指摘のとおり、災害が発生した場合、この庁舎に災害対策本部が設置される

こととになり、災害対策の中枢機能の万全化を図る上において、電源確保は重要事項

の一つであると考えております。 

しかし、災害時に対応できる設備の導入につきましては、相当な費用が伴うなど、

大変厳しい状況にありますので、今後地域防災計画を策定するなかで、十分に検討し

てまいりたいと思いますので、よろしくお願いを申し上げます。 

○９番（坪田正武君） 議長、９番、坪田。 

○副議長（東川継央君） ９番、坪田正武君。 

○９番（坪田正武君） １番目のですね、市長の答弁に対しては、ほぼ理解をさせてい
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ただきました。 

その中でですね、二つ、三つまとめて質問しますので、その回答をお願いいたしま

す。 

まず、今、おっしゃっていました防災計画というのは、大体いつ頃立ち上がるのか

を教えて下さい。 

それとですね、職員は何かメールによって出て来たと聞いておりましたけれども、

災害らしきものになればですね、我々も含めてそうですけども、職員なり、関係各位

の方はですね、これは何かあるぞと、行かなあかんぞという事でですね、特別メール

を見なくともですね、お互いに段階を作っておいてですね、この程度ならまだ自宅待

機でいい、この程度ならば庁舎へ走る事が最優先であるとか、この状況なら我々はま

ずこの地域に行ってまず、いち早く携帯電話でもなんでもいいから、現場へ駆けつけ

てですね、本庁の方に対応するなり、連絡網をとるというような事がベターでないか

と思うので、そのメールを常に見てですね、メールがあったかないか監視しているよ

りも、事前のいろんな気象条件で、状況がわかるわけですから、その時点で構えてい

てですね、すぐ対応できるようにするというのが、職員を含めて、我々も含めてそう

ですけども、事前に備えておくべきでないかと、そういう事はどのように考えている

のかをひとつお尋ねをします。 

それと、同報無線なんですけども、実は先般、私、北潟湖でですね、カヌーポロの

いろんな競技役員をしてまして、向こうにおりましたらですね、あそこでいわゆる放

送でですね、湯のまちプラザかどっかである、本日の行事案内の放送が伝わってきま

してですね、非情にわかりやすいなという事がありまして、今、一般質問した中身は

ですね、旧金津地区にはそういう放送設備がありませんのでね、こういう事は市長の

お話では、お金がかかるから考えてないよという話しでありましたけれども、これが

無線機とか整備されれば、どの程度、それが市民っていいますか、末端までですね、

行き届くのか、その３点らしきものをひとつご回答願います。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） 再質問にお答えをさせていただきます。 

まず第一点の防災計画の策定はいつ頃かというご質問でございますけども、もうす

でに原稿は出来上がっているわけでございますけども、何せ従来の災害パターンプラ

ス水害、これを現在検討課題としておりますので、現在、土木部で作っておりますハ

ザードマップ、これらの完成度合いを見て、最終的に作成すべきでないかと、この調

整がまだできていないという状況であります。 

そういう事で議員ご指摘のように、防災計画は基本となるのもでございますので、

事務レベルとしては、早急に作りたく、今用意しているという事でご理解をしていた

だきたいと思います。 

それから第２点目もメールでの手法は、どうだったこという問題提起でございます

けども、先ほど市長がご答弁申しあげましたメールでの一斉通信、これにつきまして
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は私どもの考え方では、従来の招集パターンはそれぞれ職員間の電話での連絡でござ

いました。これでは時間がかかるという事もありまして、現在であります、いわゆる

メールですと、一斉に同時通信が出来るという事で、それをテストベースで実施をさ

せていただきました。同じ職員が、同じ時間帯にメールで届くと、こういう利点をど

うかという事で、試験的やったものでございますので、その点をご理解していただき

たいと思います。 

ただ、これではいちいち見る事が問題ではないかと言うご提案でございますけれど

も、現在職員間ではですね、すでに両町との防災計画の中では、例えば地震による災

害の場合、震度４では職員を庁舎に招集する事が義務付けられております。そういう

事でメールでいちいち招集するのが問題だというご提案でございますけれども、災害

の種別によっては、職員はそういう認識を持って対応させているという事でご理解を

していただきたいと思います。 

ただ、昨年の１０月の集中豪雨に対しましては、中々連絡体制について、出来なか

ったものでございますので、電話連絡で招集体制とこういう状況でございました。 

それから３点目の同報系の無線の件でございますけれども、現在、旧芦原エリアで

はいわゆる屋外１４局を持って一斉に放送できると、こういうシステムになっており

ます。旧金津町にはこの施設がないという事で合併協議の中でもこれを整備すべきと

いう事での建設計画になっている事はご理解していただいていると思います。 

そういう事で、担当レベルとしましては旧金津エリアにも同報系無線をという事で

計画案を作成しておりますけれども、現在の所、旧金津エリアでは山あり、谷ありの

区域が多いという事で、この屋外の局を５４局、旧芦原の約４倍近くの設置の想定を

いたしております。これでおきましてもですね、旧芦原のエリアでは、いろいろ聞こ

えにくい、また、同時放送でございますので、ダブって聞こえて聞こえにくいという

非難、また、住宅近くの家屋おきましては、逆にやかまし過ぎるというような事での

苦情があります。 

これらの問題点をクリアすべく、現在、先ほど申しました旧金津エリア５４局で十

分かどうか、これを改めて職員に指示しまして検討をしているところでございますの

で、ひとつよろしくお願いしたいと思います。 

○９番（坪田正武君） 議長、９番、坪田。 

○副議長（東川継央君） ９番、坪田正武君。 

○９番（坪田正武君） 部長の答弁で、だいたい理解できました。 

同報無線ですね、お金もかかることだと思いますので、ある意味では災害に備える

ような設備の予算化が出きれば、非常にありがたいと思います。 

２番目のですね、質問に対する質問をいたします。 

先ほど市長の答弁では、すでに消火栓含めて、コンピューターの電源用に確保でき

る発電機が整備されているという事を回答ありましたが、私の勉強不足かもしれませ

んけども、その発電機の要領は、どれくらいあるのか教えて下さい。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 
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○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） 発電機の容量でございますけれども、金津庁舎におきまし

ては５０キロボルトアンペア。芦原庁舎では４０キロボルトアンペアとこういう現在

の容量でございます。 

市長もご答弁申しあげましたとおり、あくまでも窓口端末機、また庁内ＬＡＮシス

テム、また、上下水道監視システム、こういう事の施設でございまして、災害時は十

分対応できるものではないという事でございます。 

ただ、芦原庁舎の場合にはこれの他、２階の会議室でございますけども、ここの照

明が可能というような施設の状況でございます。 

○９番（坪田正武君） 議長、９番、坪田。 

○副議長（東川継央君） ９番、坪田正武君。 

○９番（坪田正武君） これはですね、先ほど市長の答弁にもありましたように、非常

情に投資金額が大きいから、難しいんだという答弁でありましたけれども、５０キロ

ボルトアンペアではですね、本当にパソコンとかですね、簡単な照明とかコンセント

負荷が対応できるだけであって、本当に対策本部がここに立ち上がってですね、災害

時の時ですよ、それこそ日中務めにならない場合に、照明なり、簡単な冷暖房、冷房

はなくとも暖房をですね、取るとか、常にいろんな連絡網をしようとするとですね、

５０キロボルトアンペアではとても足らないような気がします。おのずとわかってい

る気がしますけども、これは昔から、先に備えをしておくのか、結果を見てやるのか

の問題なんですが、主なる病院とかですね、ホテルなんかもそうなんですけども、ホ

テルなんか建築法で決まってますから、そういう整備はないですが、病院なんかはで

すね、そういった非常用の発電機はですね、庁舎内の照明も含めてそうですが、やは

り重要な患者がいてですね、そこで手術をする時に電源がなくなると、せっかくの尊

い命を無くしてしまうという事で、必ず初めからそういうものを装備している計画だ

と思いますけども、これもお金がないというんじゃなくて、やはり備えあればうれい

しなんで、事前にやっぱり、そういった設備はですね、しておくのが当然かなと、た

だ将来の展望を踏まえてですね、例えば庁舎が一本化にした時ですね、今だとちょっ

と二重投資になるので、ちょっと二の足を踏んでいるんだというのであれば定かであ

りませんけども、そういう事も踏まえて、今後又、計画していただきたいと思います。 

簡単な部長の答弁を頂いて質問を終わります。 

○総務部長（伊藤清明君） 議長。 

○副議長（東川継央君） 総務部長、伊藤清明君。 

○総務部長（伊藤清明君） どのような災害を想定するかという事でもかなり、その施

設整備に対して必要かなという考え方を持っておりますけれども、ただ今の議員ご指

摘は充分こちらも必要性を認めておりますので、今後、事務レベルで充分検討してま

いりたいと思っております。よろしくお願いします。 
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◇大下重一君 

○副議長（東川継央君） 続いて通告順に従い、３番、大下重一君の一般質問を許可し

ます。 

○３番（大下重一君） 議長、３番、大下。 

○副議長（東川継央君） ３番、大下重一君。 

○３番（大下重一君） 通告順に従い、３番、大下が一般質問をさせていただきます。 

私は中学校の建設問題についてお聞きをしたいと思います。 

私の意見は、金津、芦原両中学校の存続を強く希望するものであると、その立場を

もって、ご質問をさせていただきたいと思います。 

質問の内容は、約４点ほどございます。 

第１点は生徒数の減少を、統合案の大きな目安といいますか、根拠にしているとこ

ろがあるように聞き及んでおりますので、果たして生徒数の減少というものが、教育

環境においては、それを大きな根拠とすべきかどうか、数の認定、教育上の認定はど

うすべきなのかというところから、この統合について見直しをしてはどうでしょうか

というようなご提案をさせていただきたい。 

それから第２点目は、生徒数の減少を言うならば、行政の方から出されている資料

を元にしていいますと、約１０年程で２５０名ほど生徒が減ってしまう、と言う事で

あれば、統合にしても、建てる建物がおよそ５０年という耐用年数を持ってるものと

すれば、約９００名から１,０００名規模の建物を建てたその後、２０年ぐらいで生

徒数が半減になると言うような事についても、ここは考えるべきではないかというこ

とでリフォーム案はどうなのかというようなお話をさせていただきたい。 

３点目はまちづくりの戦略、都市間競争というのが、合併後も声を大にして叫ばれ

てるところでございますので、このところから果たして、学校の統合というのは、是

か非かと、いうところで私なりのご意見を述べさせていただき、また、市長のご所見

をいただきたいというように思うところです。 

最後には、この中学校の統合問題に対して、住民への情報公開、並びに説明責任、

あるいは住民参加というような、この点についてどうも私が思うところ、まだまだ不

充分なような気がしますので、私の現状の認識をご披露させていただきまして、その

事に対して、また市長のご所見をお伺いしたいというような事でお話をすすめて行き

たいと思います。 

まず、先の定例会ですね、議事録を拝見させていただきまして、市長の方はこの３

月の定例議会ですか、２中の統合の考えを表明をされたというように読みました。 

そして、その統合について、これからおよそ１年ほどをかけて、住民の理解を得る

べく努力をしたいと、そういう旨も議事録から読み取ったところです。 

そこで今回初めて市会議員に立候補いたしまして、その選挙戦を戦ってきた中での、

統合に関する中学校の問題について、市民の、住民の反応はいかがだったものかとい

う事、これ私は金津地区が主な選挙の地盤という事になるものですから、この情報と

いうのは金津地区が主体的になるという事をご承知いただいた上で、主だったところ
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を上げていきますと、全く知らない話しだと、本当なんですか、どういうことなんだ、

というような驚きで、また金津という名前が消えてしまう。そして学校は大規模なマ

ンノス校になってしまうんではないのか、学校の場所もまた変る、通学が非常に遠く

なる、というような全体的にこういった反感、反応が大変強くあったように感じまし

た。 

一部には、そういう話しはうすうす聞いてはいますといいながらも、その中身とか

意味合いについては今ひとつしっかりとした情報を得ていない、説明も受けていない

んだというような様子で、それはそれで統合もよしと、いうにしてもどことなく、ぼ

んやりと納得しているような感じだったという事が現状です。 

そして、選挙を離れてつい最近、子供会の役員さんを含めての私の地域の、私を含

めての懇談会の中では、７月の２８日、確か教育委員会の方でこういった集まりをお

持ちになったのかと思いますが、ＰＴＡ役員等への説明会を行ったようにその場で話

が出まして、その場には市長も参加をされたという事と聞いております。 

中高一貫、中学統合の建設問題について、話しがあったと、この場でも初めて聞い

たんだというような声もあった中で、特に何人の方、私の地域懇談、私自身のグルー

プの会話の中では気になりましたのが、その場の雰囲気がどうしても結論ありきで、

統合で向っていくんだというような雰囲気があるようで、何か何を言ってもというよ

うな感じを持ったと、いうような意見も大変、私も気になるところでありました。 

まとめて選挙戦から今日まで、議員というバッチを付けさせていただいてから、こ

の市民の、特に金津地区の住民の方の意見を素直に申しあげれば、芦原中学校の新築

問題で、いつしか金津中学校の建設の話が出て、マンモス校になるんだと、そして名

前も無くなってしまうんだと、大変辛い言い方になるかと思いますが、合併してよく

なる所か、益々悪くなるんではないかというような思いを口にする人が、多々いらっ

しゃいました。 

こういった事の状況を冒頭にお話をさせていただいた上で、先ほど言いましたよう

な、具体的な事について、今ここで少し掘り下げて質問をさせていただきます。 

第１点目の生徒数の減少を謳って統合をという事なんですが、先ほど私が言いまし

たように教育現場を預かる上での、生徒数を教育上は何名ぐらいを適当と捉えるのか、

適切と捉えるのかということですね。もともとこの話しは、建物の話しではなくて、

教育にかかわる話しでございますので、教育上、きちっとした先生方のクラス運営を

するには、今の社会環境を踏まえてどれくらいの数が、果たしてそれが多いのか、少

ないのか、適切なのかと、ここもしっかり今後の統合問題を考える上では、認識して

おく必要があるという事で、この話しは進めるわけですが、先日、私ども新人議員を

中心に開いて頂いた研修会だと思いますが、適正規模についてお聞きをしましたら、

教育総務課の課長さんがいわゆる、おっしゃるには、一学校で、中学ですね、１２ク

ラスから１８クラスであると、こういうようにおっしゃいました。という事は、１学

年当たり４クラスから６クラスと、そこで１学年４クラスというように想定すれば、

1クラス４０名ならば、1学年 1６０名、３クラスですから当然、３学年合わせて４８
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０名。これがいわゆる適正規模の範囲の下の方の数字になります。しかもですね、現

在文部科学省そのものが進めているのは、皆さんご存知のようにマスコミ等でもしっ

かり報道されておりますが、３０人学級を、あるいはチームテーチングをやっていく

べきだと、教育現場はより細かく、密に見ていくべきだというような報道がされてま

すし、ここにおられる松木市長においても、前には３０人学級というのを公約に掲げ

て、押し進めようとされたご本人でもいらっしゃいます。 

そこで、文部省が進める３０名に限りなく近づいていくとしまして、３０人とすれ

ば１学年１２０名で全学年で３６０名という形になります。現にこの福井では県教委

が来年度、３７名の定員で小学校６年と中１はその人数にするんだと、確かこのよう

な話しを耳にしたところでございます。 

そんな視点で見ますと、現在平成１７年度の金津中学校の生徒数は５５３名で、こ

れまさに適正規模なんです。芦原中学校の生徒数も現在４１１名で適正規模になりま

す。１０年後の平成２７年度の生徒数を見ますと、１０年後ですのでこの情報は教育

総務課からよりいただいたものになりますけれども、金津中学校の生徒数は１０年後

に４４４名、芦原中学校の生徒数は２７６名と、芦原中においては若干２７６名とい

うような数字は先ほど言いました３６０名を下回りますので、ややも少ないかなとい

う事になりますけれども、決して少人数できちっと見ていく、せめて３クラス出来る

んであれば、教育現場では教育指導体制には揺るぎの無いものになるものと、私自身

は確信をしているところであります。 

ご存知のように、こういったあわら市の学校統合問題をよそ目にですね、丸岡町で

はマンモス校では駄目だという事で、ご存知のように小規模校を目指しております。 

２校化に踏みきり、今２つの中学校が、あの丸岡町に出来るという事になっており

ます。丸岡町におきましても、新しく作る学校におきましては、いただいた情報によ

りますと、平成２８年度から５年間は４００台を割り込み、３００台の後半、そのぐ

らいのところで約５年ほど推移する時期があります。丸岡町自身に人口を増やしてい

く意欲が、勢いがあるものですから、この後また４００台に復活するような状況は、

情報で得ているところですが、こんなような事も行わせて、適正規模は３００、４０

０のところなのかという事を、合せる為に丸岡町の話しもさせていただきました。 

そういった事で、生徒数の増減の判断は、教育効果から見てどうかと、あくまでも

教育の話しだということに力点をおいて、ひとつ適正規模を基準にした、この統合マ

ンモス化については、今一度、慎重に考えていただきたいと思いますので、ご所見を

お伺いしたいと思います。 

はい、それでは次は先ほどいいましたように、建設方法です。 

なるほど、芦原中学校におきましては、大変な老朽化という事で、この前現地視察

もさせていただきました。そこで今、何らかの手を打たなきゃなららいとするならば、

先ほど私申しあげましたが、費用対効果、先ほども会計報告と含めて、財政、構造改

革という事で、無駄や無理を無くして行こうというような話しから、さらに言うなれ

ば、今建てる、３年後に、平成１９年に万が一、今の生徒数をそっくりそのまま、生
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活できる学校を建てるとして、１０年後に先ほどいいましたように両校合わせて２６

０、７０名、１０年後に減少して行くという事であれば、２０年後というのは、私の

推測でしかないんで、はなはだ申しわけないんですが、それにしても減るという話し

をずっと言って、２０年後にはどうなるかという話しをしますと、その２５０が倍に

なって５００ほど減るという形になれば、単純に１千名、今入れる校舎を造りまして

も、２０年後には半分の生徒になるとすると、５０年経てば耐用年数があるとすれば

ですね、その建物の中に２０年後に、約半数しか生徒がいないという、そういった現

象は果たして、その建物を建てる上で、適切な財政支出であったかどうか、ここは先

を見通した上でしっかり判断しなければならない、このように思うところです。 

従って、リフォーム、いわゆる補修、改築をする、そして２０年、とりあえず１５

年間、２０年というものを、その建物を保証できる範囲の手当てをすべく、財政支出

をするというような事ではいかがでしょうかと、いうようなご質問をさせていただき

たいと思うわけです。 

この考えの一方には、広域合併、ざっとですね、このあわら市を取り巻く環境で見

ますと、坂井市という約９万６、７千人の市が出来る。一方、北に目をやりますと、

加賀市もこの１０月１日から、山中町との合併をなしとげて約７万７千人ぐらいの市

になる。この両方の市に囲まれた段階で、今３万２千、それが１０年もすれば、約３

万が切るんだというような、これも先の議会である議員の質問に答えた答弁で、行政

からの回答は１０年後には３万をぎりぎりのところまできちゃうんだというような

話しもあるように、そういう現状だとすれば、このあわら市が、あわら市単独でやれ

るのかどうか、この強い広域でもう一度考える時期が来るんであれば、そこを見据え

た中学校建設対策というのも必要でないかなというように思いますので、ひとつこの

事もご提案させていただきますので、ご所見をお伺いしたいというように思います。 

それから、次はまちづくりの戦略からという事で、近隣地域から近隣地域の中で、

この都市間競争に勝っていけるのかと、せっかく２町がですね、先頭を切って合併を

したと、であれば高らかに、この合併は成功であったんだという事を裏付けるんであ

れば、それなりの政策をどんどんやって行かなければならないと、いうように考える

中で、これで丸岡町に勝てるのかと、具体的な名前を上げてみれば、こんな風な話し

にもなるのかと思うんですが、先ほども申し上げましたように、人口は減り続ける、

２５年には現在よりも１,３００人ほど少ない、３０,４００人になってしまうと、こ

のような現状をそのまま認識をするという事であれば、当然のごとく税収を直撃する

話しですし、自治体の活力を削ぐという事は、ここで私が声を大にして言うまでもな

く、行政も議員の皆さんも常に認識をされている事と思いますが、ただこれは全国的

な傾向だといって、その傾向がこのあわら市にも当然当てはまるものなんだというよ

うに、すんなりと理解、認識をしてしまえばいいのかという事なんですが、これは大

いに奮い立たなければならないというような思いが私はあります。 

人口をどうやって増やすかと、ここに全員一丸となってその具体的な戦略、戦術か

ら意識改革を含めて人口増加作戦に踏み込むべきではないかというように思うわけ
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です。 

行政の方も口を開けると言ってるように、住みたくなるまちづくりというような事

を、声高におっしゃてますが、住みたいとはどういう事なのか、そこで経済、福祉、

文化、農業、いろいろあるかと思いますが、あえて私は身近な話しで、学校というも

のが近くにある、住もうと思う地域には学校がすぐそばにある、それも適正規模でき

め細かな教育をしてくれる学校があるんだと、いうような事はこれは、あわら市のセ

ールスポイントとしてはぜひ、大きな戦略戦術の要にすべきだというように考えるも

のですから、ぜひ、このあえて、ある２校をプラスの財産として何とか２校を存続さ

せて、この２校の近辺に住宅地を造成するのかなんらかの戦略をぜひ考えていただき

たいと思いますし、またこの問題は私ども一緒になって、市民の一員として取り組み

たいというように思うところでありますので、この辺のご所見もお伺いいたします。 

このまちづくりの戦略については、当然ご存知かと思いますが、学校を核に長年に

亘りその校区コミュニティというのが出来てまして、大変、その母校を中心に集まる

人たちがですね、地域環境、子供たちの環境を含めて、あるいは学校への支援、これ

も含めて目に見えない所で大変な努力をしていただいていると、裏を返せばこれをか

なぐり捨ててしまえば、また行政の費用負担にかかってくるという事も一方にあると

思いますので、この校区コミュニティというのは、なんとか大事に保ちながら、この

両地域のまちの核として、これもぜひ活用して行くべきだというように思いますので、

これもひとつ、地域戦略、まちづくり戦略の中の見落としてはならない点だという事

も改めてここで主張させていただきたいと思います。 

あえてこういう事を申しあげる、関連した言い方をさせていただければですね、住

民レベルでは、合併そのものがまだまだしっかりと受止められていない、納得してい

ただいていないというような状況が感じ取れまして、松木市長が口を開けるたびにお

っしゃってます、市民との協働、ここに持っていきたいお気持ちは充分わかるんです

が、合併そのものが、そのものが中々まだまだ住民に充分理解し、評価されていない

段階で、あえてここでまた学校を２つをひとつにする事で、いわゆる地域コミュニテ

ィを壊すという事は、この時期のやる施策としては、私は賛成しかねるというような

思いでございますのでこれも合わせて申し述べさせていただきながら、ご所見をお伺

いしたいと思います。 

最後の質問になりますが、今後の住民への情報公開と説明責任についてです。 

繰り返し同じ事を何度も申しあげますが、住民との対話とか、住民との共生等、住

民参加というのは、松木市政のモットーと私は理解しているところです。ところが、

これまでのところ、この問題に関しては、全く不充分と言わざるをえません。ぜひ、

この合意を形成するために、今後どのような手法をお考えなのかご説明をいただきた

いと思います。 

例えて言いますと、９月から導入されたパブリックコメント制度、これは新聞報道

もございましたが、その前に、８月４日に全員協議会にて当制度の導入の説明があり

ました。この説明時、議論の中身を言いますと、議員の方から、同じパブリックコメ
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ント制度をやるならば、あわら市の独自性というものを入れたれどうだろうというよ

うな建設的な案もあり、担当課と意見をひとつ、ふたつやりあっていたと思います。

その時に出た話が、計画の前のパブリックコメントもあるが、計画が進行中の物にお

いても評価をしたらどうだろうと、それをパブリックコメントに載せたらどうだろう

という話しがあったように私は記憶しておりますが、その話しも終わった段階で、市

長の方に両中学校の統合問題は、このパブリックコメントの対象にするおつもりはご

ざいませんかとお聞きしましたら、現在走り出している案件につき、そのつもりはな

いというようなご答弁をいただきましたが、その後の新聞記事によればですね、この

パブリックコメントの導入の趣旨というのが市民と共にまちづくりをして行くため

に必要な制度と、市民と共にまちづくりをして行くため必要な制度なんだというよう

な市長の答弁が記事に書かれていました。私もまさに、ぜひそのようにあって欲しい

と思うところですので、この時のご発言を含めて、今後の住民の情報公開説明責任に

ついてはどのようにお考えなのかをお聞きしたいと思いますし、私からご提案をさせ

ていただければ、地区懇談会など、住民との対話集会、中でもですね、今その学校の

教育問題となれば、我が子が通う中学校がどういう状況になるのかという事を、一番

心配に気掛かりにされているのが、現在の小学校のお子さんをもつご父兄ではなかろ

うかと思いますので、誰に、いつ、何を、例えば懇談をする、意見を聞く、説明をす

るならば、その対象となる人の選び方についても、ここは大いに吟味をしていただい

て、親身になって市長が言われるように、市民と共のまちづくりをお願いしたいとい

うように思うわけです。 

以上でもって、私の方の質問を、第１回目の質問でありますが終わらさせていただ

きますので、ご答弁をお願いしたいと思います。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 大下議員の中学校建設問題に関するご質問にお答えします。 

私は、常日頃より、学校は、子供たちが１日の大半を過ごす学習の場ではなくて、

明日の地域や郷土を担う子供たちの人間形成の礎を築く場として、極めて重要な施設

であると考えております。 

さて、議員ご指摘の両中学校の生徒数につきましては、平成１７年度で９６６人で

あり、１２年後の平成２９年度には６７８人となります。 

そのような状況のなかで、施設環境や校務運営が異なる２つの中学校を残すよりも、

統合中学校を新たに建設し、切磋琢磨することにより将来のあわら市を担っていく人

材を育成することが重要であると考えております。 

次に、両中学校のリフォームについてでございますが、両中学校とも昭和４０年前

後に建築され、すでに、築後４０年が経過いたしております。この間、金津中学校は、

校舎の大規模改修を行っており表面上はきれいに見えますが、両中学校とも、躯体の

部分はかなりの老朽化が進んでいるのが現状であります。 

加えて、改修期間の仮校舎の建設費用なども考慮いたしますと、新築の場合と比較
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しても、それほど費用効果が見込めないのではないかと考えております。 

続いて、まちづくり戦略としての２校化を、との指摘がございましたが、私自身は、

むしろ統合をした方が市民の融和が進み、市全体が一体となったまちづくりができる

ものと考えております。 

合併から１年半が経過し、この間、市といたしましても、市民融和のための様々な

イベントを行って参りましたが、いまだ、旧町への思いが多かれ少なかれ残っている

のも事実であります。 

これが、１つの中学校になれば、そこには様々な交流やコミュニケーションが生ま

れ、それは卒業後も続くものであります。 

また、「校区コミュニティ」につきましては、本来小学校区単位で機能しているも

のでありますので、中学校を統合することにより、校区コミュニティが崩れるもので

はないと考えております。 

現在の両中学校を存続させれば校区が２つあることにより、地域のエゴがいつまで

も残ることも考えられます。むしろ、統合して１つの学校区になれば、新しい市民性

が醸し出されるものと期待をいたしております。 

最後に、今後の情報公開と説明責任に関するご質問につきましては、現在、教育委

員会において、ＰＴＡ代表者や学校関係者により、教育的観点からこの問題について

の議論を進めているところであります。 

そこでの議論を踏まえた教育委員会の意見を尊重しながら、地区懇談会などを開催

して参りたいと考えております。 

○３番（大下重一君） 議長、３番、大下。 

○副議長（東川継央君） ３番、大下重一君。 

○３番（大下重一君） ご答弁をいただきましたが、確かに２校の統合によって、市民

融和、住民融和というような話しもあろうかと思うんですが、統合した段階でですね、

一方で子供を預かる学校の教育環境という事であれば、少なくともですね、２７年度

までで７２０名ぐらいは、大規模校として学校は存続するということになります。 

その段階で、坂井地域の中学校を比較すれば、三国中で６４０名、丸岡、新しい中

学校で４１０名とか、丸岡のもう一方の現中学校で７００名とかいう形なんです。そ

の中でも群を抜いて、大きな学校であろうと思いますし、私がやっぱり危惧するのは

現在の中学校の５００名の段階、４、５００名でも、大変教育環境というのが社会的

変化と同時に、難しくなってきている、これは教育の現場では、現場の先生方からも、

かなり今、子供たちを教育する事に対して苦労されているような状況ですので、今、

市長の言われるように、生徒の一体化、同じ母校も理解するとことであるんですけれ

ども、その前に大規模校になる事への弊害、この辺のところはきちっと見つめていっ

て、先ほど言いましたように、適正規模、少人数での対応というものを、これは必ず

やっていくべきだというふうに考えるところです。 

一体化と言われますけれども、別に校舎は別にしてですね、それぞれ切磋琢磨する

校風を持つ２つの中学校がこのあわら市にどんと、並存するという事も、これは魅力
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をつくる上ではひとつの手法ではないかというふうに思われますので、そういった所

もひとつお考えいただければというふうに思うところであります。 

それから、リフォーム案についてですが、耐力度調査とかいろいろされたかと思う

んですけども、実際一方では新築をした時は３０億だとか４０億だとかというような

数値が出てます。ならば、改築をしたならばいくらだというような事の金額も、同じ

ようにここに出されてきて、それを議論する対象にするのはなんら、問題があるとこ

ろではないと思いますので、ただ単に抽象的な話しで４０年経っているのでそんなに

変らんと思うというような話しでされる話しだとすると、行財政改革でですね、３０

０万も１千万も何とか抑えたいと、財政出動を抑えたいという事に対しては、真摯に

お答えになる姿勢ではないというように思いますので、その辺については私も異議が

ありますので、ひとつお考えいただきたいというように思います。 

まちづくりですね、これについては、衆議院選挙も終わりまして、私も山本 拓衆

議院議員の個人演説会に参加をさせていただきました。２度に亘り、いや３度ですか

ね、お話をお聞きさせてていただいたんです。大変大きな話しを聞かせていただきま

して、プラスになったなあという思いなんですが、まず、声を大にして言われたのは、

新幹線が来るという話しでした。新幹線が来て、加賀温泉にも止める、芦原温泉にも

当然止めると、同じ本数を止めますよというような話しでした。大変ありがたい話し

なんですが、止まる駅にですね、加賀温泉駅と芦原温泉駅で同じ本数を止めるという

ことであれば、このあわら市はですね、加賀市、ここもライバルとして大いに競い合

わなければならない地域間競争、ここにまた、出てくるというようにも思うわけです

ね。 

ですから、加賀市の状況はどうかといいますと、先ほどいいましたように、人口が

７万７千人で、学校が山中と合併しまして、７万７千人で約６中学校が存在する事に

なるわけですね、その加賀市の中学校の生徒数の状況を見ますと、錦城中が５６７、

橋立中が１０９名、片山津中学校が２９１名、東和中学校が４８５名、山代中が６０

９名、山中中が２９２名、山中に問い合わせまして、統合とか出てませんかといった

ら、確かに地域で遠いですから、そんな訳にいかないという話なんでしょうけども、

この７万７千人で確かに、地域の特性があって、そう一朝一夕に統合とかなんとかな

らないでしょうし、財政の裏付けもいるもんですから、難しい話しでしょうけれども、

統合化とあるいは、それぞれの学校地域の歴史文化の創造としておくと、確かに小学

校はさらに細かく分けた地域コミュニティになるかもわかりませんが、この広域でさ

らに道州制まで話しが出てくるような、山本 拓議員の話しによれば、これは中学校

レベルでも大いにコミュニティというものを考えていただきたいと思うところでも

あります。 

そこで、市長のいろんなご答弁をいただきますと、やはり統合化というものは、ゆ

るぎない信念で進めたいというようなお気持ちとして汲み取れていくんですが、その

判断の時期につきまして、実際、どういうテーブルに乗っけてそれをやっていくのか

という事につきましては、お考えがあろうかと思いますけれども、私の方としまして
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は、先ほど言いましたように、住民説明、情報公開、このようなところはまだまだ不

充分だと思いますので、教育委員会の方々にいろんなご苦労いただいて、いろんな集

会でいろんな説明をされてるかと思いますが、ぜひここはひとつ、しっかりと市民の

声に耳を傾けていただいて、私もこの統合、それ以前にある合併をですね、なしえた

以上は、このあわら市をなんとしても地域間競争で勝ち得る、全国で名だたる、その

市にしなければならないというような気持ちでおるわけですので、それには繰り返し

になりますが、市民との協働、これは絶対外せない事だと思いますので、そのお考え

があるのならば、そのお考えをどのように進めていくのか、先ほどの情報公開につい

ては教育委員会の方でと、情報公開に付いて、住民の説明についてはそのようなお話

でしたけれども、もう少し突っ込んでですね、ご答弁をいただければと思います。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 再度のご質問でございますが、１０年後に７２０名は大規模で

あるという話しですが、私が大下議員と中学校のＰＴＡの会長をしてた頃、１０年ほ

ど、１２、３年ほど前ですね、あの頃７５０名、８００名の生徒でございました。今、

７２０名っていう話しでございますので、あの当時とほとんど変ってない状況です。 

むしろあの頃の子供たちの方が、非常に学校の学業成績も良かったし、金津中学校

としては、県下で名だたる金津中学校であったと、私はＰＴＡの会長をしてましたの

で、非常に自負をしています。 

従いまして、あのくらいの大規模校、中規模校でございますけれども、あのくらい

の生徒数は非常に子供たちが、生徒数が切磋琢磨してですね、非常にいい数字ではな

いかと思っております。 

これからいろいろと議論を深めていくわけでございますけれども、今、例えば４０

０名ぐらいになりますと、スポーツの部活やあるいは文化活動等も減少してきますの

で、そういうような事も考えますとですね、生徒達の部活なんかも縮小されて行くわ

けですね、そういった事も考えますと、ある程度の規模が必要でないかということが

考えられますので、私は７２０名というのは、非常にマンモス化というお話がござい

ますけれども、これは言葉のあやでですね、先ほどの１学年６クラスにしますと１８

クラスですから、４０名ですと７２０名になるわけですね。むしろ適正規模の上限に

入るということにもなるわけで、７２０名が決して私は多いと考えておりません。 

むしろ適正な規模じゃないかなと思ってるところでございます。 

それから２点目のリフォームの案につきましては、これは議員言われるように議論

の対案としては必要でありますので、また議会等の資料等にもですね、提出しながら

議論を深めていきたいなと思っております。 

ただ、芦原中学校が新築してですね、金津中学校がリフォームだけっていう話しに

なりますと、金津中学校の父兄がいろいろと問題が出るのではないかと、今、丸岡中

学校の中でですね、新築の南中学校が出来て、旧の丸岡中学校がこれでいいのかとい

う議論があると伺っておりますので、片方は新築して、片方はリフォームっていう話
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しになりますと、非常に問題があるのではないかと、ふたつともリフォームという話

しになりますと、そういう事はないかもしれませんけれども、それにしてもあまり長

持ちがしないと、リフォームでは。 

そういう事で、同時にひとつに建てるのとですね、そういった不公平というか、そ

ういう問題が片付くので統合という問題がいるのではないかという事で、今、そのよ

うなお話しをしているところです。 

それから３点目につきましては、地域間競争でまさに言われるとおり、まちづくり

については、あわら市がどういうまちづくりをして、他の自治体と競っていくか、全

国の自治体が今、地域間競争で自分達の地域が、より他の地域よりも輝く地域にして

いきたい、意欲ある地域にしていきたい、また子供たちがたくさん増えるというんで

すか、人口が増える、そういった地域にしていきたいという競い合う状況になってお

ります。 

そういった中で、限られた財源の中でですね、まちづくりをするのに、教育だけに

お金をかけて、他のところには何もしないかという、そういう選択があるわけですね、

産業の部分もございますので、そういったところが、これからの考え方というんです

か、それをきちっとやって行かなければならないと思います。 

議論につきましては、これから議会の皆様とも充分相談しながら、あるいは地域の

皆さんにどういった手順でやるかという事も、これからご相談しながら決めていきた

いと思っております。 

○３番（大下重一君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ３番、大下重一君。 

○３番（大下重一君） ３番、大下。 

度重なってご答弁いただきありがとうございます。 

ただ、今の話しでポイントはしっかりと住民と四つに組んで、また議会の我々とも、

しっかり話し込んで、我々は我々でまた地域に帰ってしっかり住民と話しをしてとい

う事なんで、いろんなまちの政策は下半身、足元から固めて、ぜひこの統合問題って

いうのは、答えを出していきたいと思います。 

私は、新築であっても、リフォームであっても２校化、これを何とか実現して、こ

のまちの魅力を出したいというような立場で、今後も行きたいと思っておりますので、

併せて申し伝えておきまして、私の質問を終わります。 

○副議長（東川継央君） 暫時休憩いたします。 

（午後 2時 40 分） 

 

○副議長（東川継央君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後 2時 51 分） 

 

◇北島 登君 

○副議長（東川継央君） 続いて通告順に従い、６番、北島 登君の一般質問を許可し
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ます。 

○６番（北島 登君） 議長、６番、北島。 

○副議長（東川継央君） ６番、北島 登君。 

○６番（北島 登君） 通告順に従い、６番、北島 登の一般質問を行います。 

職員の皆様、お疲れ様です。通常業務に加え、いくつもの計画、事業等を成し遂げ

るため、日々の激務を送っているかと思います。 

市長を始め、全職員の皆様には、まだまだご苦労が耐えないとは思いますが、あわ

ら市民の幸せの為、明るく、楽しく、温かく、そして優しくと日々の業務に取り組み、

ご活躍いただきたいと思います。 

それでは、２つの質問に入ります。 

ひとつめの質問は、公共施設への自動体外式除細動器、ＡＥＤの設置についてです。 

皆さん、スポーツ中に突然倒れ、そのまま亡くなってしまう、そんなニュースを耳

にした事はありませんか。高円宮殿下もスカッシュ中に、突然倒れ、そのままお亡く

なりになっております。 

その原因の多くは、心室細動という心臓の病気で、スポーツ中だけに起こるわけで

はなく、いろいろな場面で心臓突然死は起きています。 

心室細動は心臓が小刻みに震え、ポンプとしての役割を果せず、酸素を含んだ血液

が体内に送る事が出来ない状態で、脳は４分でだめになってしまい、発生から１分経

過するたびに、救命率は７％から１０％低下されるといわれています。 

救急車が到着までの平均時間は約６分、それからの措置では脳へのダメージも大き

く、救命率は極めて難しくなるという現状が考えられます。 

この心室細動を治療する、唯一の方法が除細動器という処置で、電気ショックをか

ける事により、心拍を正常な状態に戻し、脳への迅速な酸素供給再開を可能にします。 

この処置は、これまで医師や救急救命士にしか認められていませんでした。認めら

ていませんでしたが、いち早い除細動が効果的だと実証された事とＡＥＤが以前より

安全かつ、簡便になった事により、２００４年、７月の法改正後、ＡＥＤは一定の講

習を受けた一般市民、誰にでもその使用が出来るようになりました。 

ホームセキュリティーのセコムではＡＥＤの基本セット料金が１台、３５１，７５

０円、また、レンタルも行っているようです。福井県内の講習会も１８回を数え、毎

月、何回も講習が行われています。 

このＡＥＤの使用により、助かったかもわからない心臓の病気の死亡者数は、全国

で平成１４年度、１５２,５１８人、１５年度は１６万３千人と増加傾向にあり、今

後も高齢化社会の進展に伴って、増加する事が予測されています。 

欧米では、消火器同様、人の集まる場所への設置が義務付けられています。富山県

では、ＡＥＤのマップを作成しております。現に愛・地球博ではＡＥＤによって４人

の尊い命が救われています。 

当あわら市においては、県立大学生物資源開発研究センターと金津高等学校の２公

共施設にＡＥＤが置かれています。 
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安全、安心なまちづくりのひとつとして、ＡＥＤが注目されている今、当市におい

てもいち早く受講し、各小中学校、雲雀ヶ丘、セントピアあわら、トリムパーク等の

各公共施設に備えるべきと考えるが、市長のお考えをお聞かせ願いたい。 

ふたつ目の質問は、あわら市の環境に対する今後の取組についてです。 

環境の話題は一個人から世界まで、家庭から地球レベルまで多方面に目まぐるしく

取上げられている今日、環境に対する取組も京都議定書、愛・地球博、もったいない

チームマイナス６％とアクションがなされていますが、特に本年からより一層、盛ん

になってきているように感じられます。 

当市においても、あわら市環境基本条例が本年４月１日より施行され、活動の意思

が明確になったところであります。 

条例を踏まえまして、市民、事業者、民間団体等を指導して行く一自治体として、

環境としてどのような調査、対策、活動を行って行くのか、市長のお考えをお聞かせ

願いたい。 

これで私のここでの１回目の質問を終わります。 

理事者側の誠意ある答弁をお願いいたします。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 北島議員のご質問にお答えをいたします。 

１点目の自動体外式除細動器の設置に関するご質問でございますが、運動中などに

倒れ、そのまま心臓が停止する「突然死」の多くは､心臓が脈打たず細かく震えたよ

うになる「心室細動」という不整脈が原因であり、マラソンやゴルフ､水泳などの競

技中に起こるといわれております。 

自動体外式除細動器とは、このような命にかかわる重症の不整脈を治療する装置で

あり、不整脈を発症した患者に対し、救急隊員が到着するまでの間に現場に居合わせ

た人が電気ショックにより細動を除き､患者が死にいたることを防ぐものであります。 

この装置は、平成１６年７月１日から、医療に従事していない人でも使用すること

ができるようになり、福井県においても各県立高校、スポーツ施設､文化施設などの

６５カ所に６６台が配備されております。 

あわら市近郊では、総合グリーンセンター、坂井健康福祉センター、金津高等学校

に配備されております。 

今後、あわら市といたしましても、この「突然死」が起こり得ることを考え、当面

は、この装置を金津・芦原両庁舎に１台ずつ配備し、各スポーツ大会等において使用

するほか、各学校や各施設への貸し出しも行ってまいりたいと考えております。 

２点目の環境に対する今後の取り組みに関するご質問にお答えいたします。 

本年２月１６日に京都議定書が発効され、同日、国においては地球温暖化対策の推

進に関する法律に基づき、地球温暖化対策推進本部を設置し、京都議定書の目標達成

に取り組んでいるところであります。 

あわら市における環境に関する事業といたしましては、一般廃棄物の分別収集、金
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属性粗大ごみの収集、資源回収奨励事業、太陽光発電住宅設備設置促進事業等を行っ

ているところであります。 

また、調査活動につきましては、事業所排水の水質調査を９カ所、河川の水質調査

を１３カ所、事業所臭気調査を８カ所、ダイオキシン調査を５ヵ所で定期的に行い、

市内事業所３６社とは公害防止協定を締結し、環境保全に努めております。 

今後の計画といたしましては、あわら市環境基本条例に基づき、環境審議会を設置

し、あわら市環境基本計画を策定するとともに、公害防止条例等の整備も行ってまい

りたいと考えております。 

また、市役所が一事業所としてのあわら市地球温暖化対策実行計画を本年度中に策

定し、平成１８年度から実施していくことといたしておりますのでよろしくお願いを

申し上げます。 

○６番（北島 登君） 議長、６番、北島。 

○副議長（東川継央君） ６番、北島 登君。 

○６番（北島 登君） 先ほど申しました通り、市民、事業者、民間団体等を指導して

行く、一自治体として、情報を発信し、市民、事業者、民間団体以上の調査対策活動

を行うべきと考えます。 

各自治体では、ＩＳＯ１４００１を取得していましたり、福島県では環境基本条例

の基本理念に乗っ取って、循環型環境社会形成に関する条例を作成しております。 

鎌倉市ではエコアクション２１を取り入れ、環境への負荷の提言を図り、対策、チ

ェックをし、光熱水費等を最大限に削除し、環境活動レポートを作成、公表し、目に

見える活動を行っております。 

ゴミのお金は誰が払うのか、行政側の経費は誰が払うのか、また人の健康、悪影響

を及ぼすような生活環境の変化に係わる被害者は誰なのか、グリーンコンシューマー

の人々を増やすのも、エコシティを作るのも、行政側のさじ加減が多いにあると思わ

れます。 

その事を踏まえ、具体的な答弁をお願いいたします。 

○市民生活部長（山田重喜君） 議長、市民生活部長。 

○副議長（東川継央君） 市民生活部長、山田重喜君。 

○市民生活部長（山田重喜君） 北島議員の再度のご質問にお答えいたします。 

あわら市といたしましても、先ほど市長が申しましたようにですね、いわゆる環境

基本条例に基づきまして、各種、各層から人選をいたしまして、環境審議会を立ち上

げまして、基本計画を作るとともに、公害防止条例等も考えて行きたいと思っており

ます。 

また、地球温暖化に対しましても、今年中にですね、この実施計画を策定いたしま

して、来年から実施して行くところでございます。 

それからＩＳＯでございますけれども、これにつきましてはですね、検討はしてみ

たわけでございますけれども、予算が多分にかかるということでございまして、まず

もって、地球温暖化防止計画を優先させていく所存でございます。 
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なお、一般ゴミの分別収集とか、こんなものにつきましても現在６種類でございま

すけれども、いわゆる２年後にはですね、２種類、いわゆるトレーとですね、もう一

点、古紙とかそういったものも分別収集、それからプラスティックですね、これなん

かも含めて、対策を練っていきたいと思っております。 

またいろんな形の中で、全市のごみ減量推進委員さんを通じまして、市の基本方針

を持ちまして指導していきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

以上でございます。 

○６番（北島 登君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ６番、北島 登君。 

○６番（北島 登君） ６番、北島。 

今ほど環境基本計画がなされ、また公害防止条例がなされるという答弁をいただき

ましたが、それっていうのは、だいたいいつ頃、そしてＩＳＯのお答えをいただきま

したが、エコアクション２１、環境基本計画に取り入れ進めて行くお考えはあるかを

お願いいたします。 

それとですね、今、相互協力協定を結んだ福井工業大学と、環境技術実証モデル事

業を行ったりすることも、どういったお考えを持っていらっしゃるかお答え願います。 

○市民生活部長（山田重喜君） 議長、市民生活部長。 

○副議長（東川継央君） 市民生活部長、山田重喜君。 

○市民生活部長（山田重喜君） 北島議員の再度のご質問の件でございますが、環境基

本計画につきましてはですね、これは振興計画、都市計画マスタープランとの整合性

もございますので、今の所、平成１９年を目標に考えてございます。 

それから、当然の事でございますが、エコスタイル２１につきましても、環境審議

会でいろいろ議論を重ねまして本計画に取り入れて行きたいと思っています。 

福井工業大学との環境関係の協定関係でございますが、一度、教授と北潟湖のです

ね、水質関係でお話をした事がございます。これにつきましては、まだ、これという

計画はございませんけれども、徐々に検討して、水質等の調査にも乗り出して行きた

いと思っております。 

以上でございます。 

 

 

◇牧田孝男君 

○副議長（東川継央君） 続いて通告順に従い、１３番、牧田孝男君の一般質問を許可

します。 

○１３番（牧田孝男君） 議長、１３番、牧田。 

○副議長（東川継央君） １３番、牧田孝男君。 

○１３番（牧田孝男君） 私の質問は短いです。 

まず、質問に入ります前に、議長に感謝申しあげます。 

いつも一般質問する時に、私はマキダ議員と言われておりました。私はマキダでは
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ありません、マキタタカオであります。 

初めて濁音なしで言って下さいました。 

１０年程前には、下の行政の窓口で自分の振り仮名を、ローマ字表記で、マキタと

書いてあるのを確認しております。 

思うに、名前というのは単なる記号ではなくて、マキタという言葉の響きの中に、

命が吹き込まれているのだと、かように思う次第であります。 

土地にしろ、人の名前にしろ、精霊が宿っている、それが私の信念であります。 

それでは、一般質問に入ります。 

このあわら市は、昨年の３月に旧芦原町と、そして旧金津町の２町が合併して、誕

生いたしました。 

福井県では、初の、第一番目の自治体という事で、世間の注目を浴びながら誕生し

たわけであります。 

先行合併という事で、国のいわゆる合併特例債とは別に、福井県自体もまた、優遇

措置を取るというような事を発表いたしておりましす。 

さて、そのあわら市が合併して、松木市長はいわゆる建設計画の柱のひとつとして、

都市計画道路、金津・三国線、三国・金津線、どっちでもいいんですね。いわゆる坂

ノ下から東部農免道路にぶつかるまでの１.５キロにわたる道路の建設計画を発表い

たしております。そして先だっての議会でも、測量設計が議会で承認されております

し、これから数年間の計画で、この事業を完成させたいという意向を聞いております。 

しかし、あとで申しあげますが、この事業に対して不協和音というか、あるいは不

安視する声もあります。そこで市長にこれまでの経過は順調であったのか、そしてこ

れからの見通しはどうなのかという事の全体をお聞きしたいと思います。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 牧田議員のご質問にお答えいたします。 

都市計画道路金津・三国線は、あわら市坂ノ下から三国町までを直線で結ぶ幹線道

路として位置決定され、県及び三国町との協議の結果、全区間を３工区に分割して施

工することになっております。 

このうち、第１工区の坂ノ下から農免芦原東部線までの延長約１．５キロメートル

の区間は、総事業費約８億円をかけ、あわら市が先行整備することとなっております。 

市では平成１９年度の完成を目指し、国の補助金と合併特例債を活用しながら本年

度から事業に着手いたしております。 

本年度の事業といたしましては、事務費を含めた事業費３億円で、用地・丈量測量

業務、不動産鑑定業務、道路用地購入費などが主なものであります。 

所管課では、第１工区内の坂ノ下区及び重義区の区長をはじめ、農家組合員、地権

者等と幾度かの協議を重ね、基本的な了解が得られましたので、現在は、用地測量や

不動産鑑定評価など用地買収のための所要の業務を実施いたしているところであり

ます。 
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今後は、これらの業務が完了次第、用地買収価格を決定し、それぞれの地権者と交

渉を重ね、年度内に用地契約を終えられるよう、鋭意、事業推進に努めてまいりたい

と考えております。 

なお、県内の市町村合併が進むなかで、道路事業に対する要望が益々多くなってき

ている状況にあります。 

このため、先般の知事要望におきまして、金津三国線が計画年度内に完成できるよ

うに、次年度以降における事業費の確実な配分を強く要望し、知事からは、十分配慮

する旨の回答を得ておりますので、今後は、さらに精力的な事業の推進を図っていく

所存でありますのでよろしくお願いを申し上げます。 

○１３番（牧田孝男君） 議長、１３番、牧田。 

○副議長（東川継央君） １３番、牧田孝男君。 

○１３番（牧田孝男君） ３工区に分けられるという事で、そういう説明がありました

が、例えばですね、この道路というのはＪＲ芦原温泉駅から嶺北縦貫道路をクロスし

て、直線道路として東部農免道路までぶつかるという事になるわけです。 

先ほど私が申しあげました不協和音というか、不安視というか、そういう所で言う

と、いわゆるＪＲ芦原温泉の駅から、坂ノ下地係の道路というのは、相対的に大変狭

いのであります。今度の計画道路、これがだいたい歩道、車道合わせて１６メーター

と聞いておりますが、今日私は坂ノ下におりますもんで、自分の家の前をテープで図

ってきました。 

歩道と車道を合わせて、７．７５メーター、車道だけであれば、６．３メーターで

あります。という事は、芦原温泉の駅からの交通のスムーズな流れ、そういう所で今

から出来る道路というのは充分対応できるわけですけれども、しかし、そこまでの嶺

北縦貫道路に出るところまでの幅はどうしても狭くあたり、そして当然の事ながら、

将来的にもこの部分の道路の拡幅整備と言うのは、まず不可能だろうと思わざるを得

ないのではないかと思っております。 

そういう状況に中で、私は何ヶ月か前にですね、いわゆる嶺北縦貫道路、それから

高校通り、あるいはＪＲ駅からの通り、そういう所の交通量ですね、そういうものの

予想されるシュミレーションをしたというような話をちょっと聞いた事があります

が、果たしてしていたのかどうか、そしてしていたのであれば、どのような結果が出

されているのかという事をお聞きしたい。 

それから、これは一番の問題というのは、当然あわら市と三国町にまたがる、そう

いう広域の幹線道路として位置付けられているわけであります。これは当然、その将

来的に予想される合併の事を考えれば、そういう広域道路としての重要性は、確かに

あると思うわけですけれども、何工区になるのかちょっとわかりませんが、その農免

道路から出た時に、必ずえちぜん鉄道とぶつかる所が出てくるわけです。そうすると

えちぜん鉄道とこの道路、延伸される道路とがぶつかる所の交差をどのようにするの

か。例えば立体交差にすると、高架でもアンダーでも２０億強という、巨額な金がか

かるというように、私は仄聞しております。 
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この道路というのは、全体を俯瞰しながら考えていかなければならないと思います

し、そういう意味で、今、理事者側は、行政側は、例えばそうい交差の問題で、えち

ぜん鉄道なりとどういうような話を進めているのか、その当たりをお聞きしたいと思

います。 

○土木部長（神尾秋雄君） 議長、土木部長。 

○副議長（東川継央君） 土木部長、神尾秋雄君。 

○土木部長（神尾秋雄君） 牧田議員の再度のご質問にお答えをいたします。 

牧田議員ご指摘の通り、金津・三国線計画幅員１６メートルということでございま

して、嶺北縦貫線をまたぎましてですね、市街地に入りますと、一部分は過去の西部

土地区画整理事業で１６メートルの街路幅員にしてあるわけでございますが、それよ

り先の県道芦原・丸岡線でございますが、牧田議員図られたら７メートル７０ほどと

おっしゃておられましたが、だいたい８メートルからですね、水口の交差点に至る区

間では、だいたい１１メートル程度という事で、非常に幅員的には狭くなってるとい

う事でございます。 

このルートにつきましては芦原温泉駅まで１６メートルの都市計画街路が決定さ

れておりまして、将来的にはそういう都市計画上、各改良をする方向でうたってある

わけでございますが、議員ご指摘の通り、各改良は非常に難しい状況にあるというよ

うに考えております。 

しかし、芦原温泉駅と芦原温泉市街地を連絡するルートといたしましては、すでに

市道金津・芦原線、昔の三国線の跡地でございますが、これが整備されておりまして、

全てが金津・三国線を経てですね、まちに集中するという事は想定をいたしておらな

いところでございます。 

そういった交通のシュミレーションをしたんかという話でございますが、この道路

決定する際にはですね、平成１１年度の交通センサスという調査があるわけでござい

ますが、それから割り出しました一定の方式がございまして、平成３２年における金

津・三国線の計画交通量、これを日量４，９００台という具合に見込んでおるところ

でございます。 

これはあくまでも、三国まですべて、５．５キロ完成した段階での見込み数字でご

ざいまして、東部農免道路までで止めた場合には、これより若干数字は減るという具

合に考えておりますが、そういった計画交通量でございます。それが嶺北縦貫線に到

達した段階でですね、金津の市街地に入らずに、嶺北縦貫線の北側、南側という具合

に、この分散するという具合に考えております。 

そこで坂ノ下地係におけますところの交通量でございますが、これも推計が出てお

りまして、金津・三国線以外にですね、県道芦原・丸岡線、または県道三国・金津線

ですか、そういった方面から市街地に流れる交通量も想定いたしまして、約４，５０

０台が坂ノ下地係に交通量として流れてくるんじゃなかろうかという想定でござい

ます。 

現在の道路幅員、そういう意味で車両の交通関係につきましては、なんとか現状で
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確保できるものという具合に考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

それから次に、東部農免道路以西の計画でございまして、ご存知の通り、えちぜん

鉄道との交差が避けて通れない状況でございます。この交差形態につきましては、都

市計画決定上も調整が必要となっておりまして、議員ご指摘の通り、立体交差とした

場合には、平面交差と比較した場合に約９億円余の工事費事業増が予測されるという

事でございます。 

そこで、これまでの協議におきましては、えちぜん鉄道の運行本数でありますとか、

平面交差にした場合の踏み切りの遮断量、そういったものを鑑みまして、平面交差を

前提に調整を行っているところでございます。 

えちぜん鉄道といたしましては、市の要請に沿う形でのご理解をいただいておりま

すので、最終的には中部陸運局の結論を得てですね、決定をしてまいりたいと考えて

おりますが、それ以前に現在策定中の都市計画マスタープランにおける、金津・三国

線でありますとか、えちぜん鉄道の位置付けというものをはっきりさせて、中部陸運

局に出向く必要がございますので、そういった調整を今後、図ってまいりたいと考え

ておりますのでよろしくお願いをいたします。 

○１３番（牧田孝男君） 議長、１３番、牧田。 

○副議長（東川継央君） １３番、牧田孝男君。 

○１３番（牧田孝男君） はい、詳しい説明どうもありがとうございました。 

平面の方が立体よりもずいぶん安くなるっていう事は、当然予想されるわけなんで

すけど、今の部長の説明の中で、１日４，５００台、相当な数字だと思うんですけど、

つまり平面交差にするって事と立体交差にするって事の関係というのは、通行量が相

当多い場合には、平面交差ではあぶないとかいうような、そういう話しにはならない

んですか、なんかその辺に数字的な規制というか、法律というか、これだけの通行量

があるんであれば、立体交差にしなければならないとか、そういうのは別にないんで

すか、その所をちょっと聞きたいんです。 

○土木部長（神尾秋雄君） 議長、土木部長。 

○副議長（東川継央君） 土木部長、神尾秋雄君。 

○土木部長（神尾秋雄君） 道路交通と鉄道とのですね、交差個所における、特別こう

でなければならないといった基準はないわけでございます。 

しかしながら、鉄道事業者といたしましては、やはりそういう鉄道事故を防止のた

めにですね、極力平面交差は避けたいというのが大原則でございまして、そういった

意味で非常に調整が必要だという事でございます。 

これは参考までに福井の連続立体交差でございますが、これなんかはですね、一定

の補助基準っていうのがございまして、何キロの間にですねある踏み切り数がですね、

複数ありまして、その遮断機が降りている間に、車が止まっている量ですね、これが

日量１万台以上とか、そういった一定の基準がございます。そういう基準を満たせば

連続立体交差事業ができるといったような基準はございますが、計画段階におきまし

て交通量が何台だから立体交差にしなければならないという、そういうはっきりした
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制限はないようでございます。 

しかしえちぜん鉄道のこの運行本数がやはり大きな判断の要素になるかと思いま

す。遮断機が降りている時間だけ、車がそこで止まるわけですから、いわゆる踏切遮

断量という数字で何台と出てくるわけですが、車両編成ですね、１台、１両もしくは

２両編成といった事で、遮断時間は非常に短い、また運行本数も非常に数少ないとい

う中でですね、多額の立体交差事業費をかける必要があるのかどうかという視点で平

面交差を中心にお願いしているところでございます。 

先ほど申しあげましたように、えちぜん鉄道側としては、その辺の理解を充分得ら

れておりますので、今後、中部陸運局と最終的な詰めに入っていきたと考えてところ

でございます。 

○副議長（東川継央君） ３回過ぎてます。 

 

 

◇山川知一郎君 

○副議長（東川継央君） 続いて通告順に従い、４番、山川知一郎君の一般質問を許可

します。 

○４番（山川知一郎君） 議長、４番、山川。 

○副議長（東川継央君） ４番、山川知一郎君。 

○４番（山川知一郎君） 日本共産党の山川知一郎です。 

私ども日本共産党は、国政でも地方政治でも、住民こそ政治の主人公という立場で

活動をしておりますが、私もそういう事を基本にしながら、当面する市政の課題につ

いて質問をしたいと思います。 

まず、第一は先月２６日に起こりました、剱岳地区にあります、吉勝重建の廃棄物

焼却場での火災事故についてであります。 

報道では積み上げられていた廃棄物が、自然発火した事による火災といわれており

ますが、一時は地元集落一帯に白煙が充満し、鎮火までに１０時間以上も係る大事故

でした。同じような事故は数年前にも起こっております。 

まず、今回の事故で、河川や大気の汚染はなかったのかお尋ねをいたします。 

吉勝重建との間では、平成７年３月に公害防止協定が結ばれておりますが、この協

定第６条２項では、搬入した廃棄物は、山積みにならないよう、操業時間内にて処分

するものとする、なお、処分し切れない廃棄物はシート掛けする等、適正な処理をす

るものとすると規定されております。この点がきちんと守られていれば自然発火は起

こらなかったのではないかと思います。 

また、この協定第５条では、操業時間は午前８時から、午後７時までとなっており

ますが、７月の議会からの視察の際、会社側は午前７時から操業していると回答して

おりますし、地元住民は毎日、午前６時ごろから操業していると言っておりまして、

この点でも協定違反は明らかであります。 

この他にも積み上げられているた廃棄物の量や、事故防止対策について会社側に過
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失は無かったのか疑問の残る所であります。 

地元からも、協定がきちんと守られていない、市や県の監視は生ぬるいとの声がよ

せられています。この際、住民の安全と環境を守る為、協定を厳格に遵守するよう指

導するとともに、監視を強化する事が必要と考えますが、今後どのように対応するか

お尋ねをいたします。 

ふたつ目の問題は、財政問題と関連いたしまして、特別職の報酬と退職金の問題で

あります。 

市長はあわら市も加入する、福井県市町村職員退職手当組合の規定によりまして、

前任の金津町長としての退職金を２，００４万円支給され、今後も４年の任期毎に２

千万以上の退職金を支給される事になっております。 

毎月の報酬、期末手当て等も含めれば、４年間で８千万近くになります。これはど

考えても世間の常識とは懸け離れた、高すぎる金額ではないでしょうか。私は市会議

員選挙中、この点についてアンケートを行いましたが、高すぎるという回答が圧倒的

多数でありました。 

合併して市になっても、財政は益々厳しくなる事が予想され、職員の数を減らし、

あらゆる面で予算を削減している中、このまま高額の報酬、退職金を続ける事はゆる

されません。 

すでに一般職の退職金は１６年、１７年と連続して引下げられており、退職手当て

組合では特別職の退職金についても、引下げを検討中と聞いておりますが、市長だけ

でなく、特別職の退職金については大幅に減額するよう、退職手当組合の規定改定を

求めるべきと考えます。 

小さい自治体でも合併せず、自立の道を選択している福島県矢祭町の町長は、自ら

の報酬を職員のトップと同じにしてがんばっていると、テレビで報道されておりまし

たが、退職金算定の基礎となる報酬についても、見直すべきです。厳しい財政の中で、

新しいあわら市のまちづくりを、市民一丸となって進めていくためには、矢祭町長の

ような姿勢が求められていると思います。 

この点について市長の考えを伺いたいと思います。 

この事と関連いたしまして、福井県市町村職員退職手当組合のあり方についても、

この際、質問をいたします。 

退職手当組合は、組合長１名、副組合長２名のもとに事務局を置き、１２名の組合

議会議員からなる議会によって運営されております。問題のひとつは、この組合には

総会というものが無く、役員、あるいは議員になっていない自治体の市長には発言の

場が無いという事であります。 

ふたつ目には、役員、議員とも全員市町村長で構成されており、我々自治体議会の

意見や、一般職員の意見、あるいは学識経験者等、第三者の意見が反映されるように

なっていないという事です。かねてからお手盛りとの批判がありますが、これではそ

う言われても仕方ないと言わざるを得ません。この組合の経費のほとんどは加入自治

体からの負担金によって賄われているわけですから、当然自治体議会の意見が反映さ
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れるべきでありますし、公平性を確保するためには、第三者の意見も反映させる事が

必要と考えます。 

これらの点について、市長の考えを伺いたいと思います。 

三つ目の問題は、中学校の問題についてであります。先ほどご指摘にも取上げまし

たが、私も市会議員選挙中から統合には反対、直ちに芦原中の改築と金津中体育館の

改修をと訴えてまいりました。 

市長は昨年１２月の議会で、今後、生徒数の減少が進み、１２年後には７００人を

割る見込みである事、芦原中を改築すれば、同時期に建設された金津中も改築、ある

いは大規模改修が必要になり、財政負担が大きい事を理由に上げて、統合を検討した

いと発言され、さらに今年４月には中高一貫教育と関連して、将来的には統合中学と

共に金津高校の付属中も考えていると発言しておられますが、これだけで統合につい

ての判断を迫るのは無理があると考えます。 

統合しない場合、１２年後の平成２９年には金津中の生徒数は４１８名。芦原中の

生徒数は２６０名になると予測されておりますが、生徒数から考えた場合、金津中は

もちろん、芦原中も統合の必要性は全く無いと考えます。 

昨年来、マスコミで子供の学力低下が大きな問題になっておりますが、学力世界一

言われるフィンランドは一学級の生徒数が２０名で、一人一人の子供に行き届いた教

育をしており、不登校も登校拒否もないと伝えられております。一学級の生徒数を減

らし、一人一人の子供に行き届いた教育をは、多くの父母の強い願いであります。ま

た現在、県内７９中学校の４５％は、生徒数２６０名以下である事などから考えれば、

２６０名は決して少ないとは言えないと思います。 

もちろん厳しい財政上況の中、財政負担の問題を無視する事は出来ませんが、この

点についてはあまりにも情報提供が不足していると、言わざるを得ません。先ほども

ありましたが、予測どおり生徒数が減少するのであれば、統合中学も数年のうちにガ

ラガラになり、無駄になるのではないか。金津中も本当に近いうちに改築が必要なの

か、芦原中は改築ではなく、改修、リフォームでは駄目なのか、２校存続と統合では

財政負担は具体的にいくら違うのか、また現在策定作業中の総合振興計画との関連は

どうなるのか等について、ほとんど判断材料は示されていないと思います。 

更に４月の中高一貫教育と関連して、金津高校の付属中学もとの市長の発言が、

益々この問題を混乱させていると思います。そもそも中高一貫教育とは何か、付属中

学校とはどんな学校なのか、その規模は、誰が入るのか、子供にどんな影響があるの

か、統合問題とどう関連するのか等、多くの市民にはほとんどわかっていないのでは

ないでしょうか。 

こういう状況で、先ほどの大下議員も取上げましたが、市長はパブリックコメント

にかけるつもりはないとも発言しておられまして、どうやって市民の意見を充分に聞

いて判断をされようとしているのか、私には全く見えてまいりません。 

具体的には先ほどの大下議員と重複する点は避けまして、いくつか伺いますが、ま

ずひとつはいつまでに最終判断をするのか。来年の３月議会までに判断をして、来年
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度予算に何らかの提案をするつもりなのか、それとも更にもっと時間をかけて、議論

をした上で判断をしようと考えているのか、先ほどの答弁でもはっきりいたしません

ので、再度この点を伺います。 

それから、理想的といいますかこの財政問題は横に置いておいて、教育的にはどう

いう規模が望ましいかという事で、先ほどフィンランドの例も申し上げましたが、先

ほど市長も、８００名の学校は切磋琢磨して、適正な規模であるというように考える

という発言もされましたが、私はこの間、教育関係者とも何人かと懇談もさせていた

だきましたが、その中でも時々、ある程度生徒数があった方が切磋琢磨していいんだ

という意見があります。しかし、その際非常に私が心配をするのは、そういう場合に

適当な規模だと言う議論の中で出てくるのは、例えば中学校であれば一流高校にどれ

だけの生徒が行くか、それからいろんなスポーツ大会で、どれだけいい成績を上げる

か、そういう視点からだけ議論をされているのではないかと、一方で授業についてい

けない子供、不登校とか登校拒否とか、そういう子供の事が、そういう議論のときに

本当に考えられているのかという点では、いつも不安を感じる所であります。 

そういう点では教育委員会も統合問題はあくまで、教育的観点で考えるべきと言っ

ておられますが、本当に望ましい一学級の規模、または学校全体の規模と、いうもの

はどういうふうに考えれらているか、それと併せて現在、金津中学校、芦原中学校に

不登校などの問題はどれくらい起こっているか、という事についても教育委員会から

もお答えをいただきたいと思います。 

よろしくお願いいたします。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 山川議員のご質問にお答えをいたします。 

今回の火災事故がありました産業廃棄物処理施設では、木くず、紙くず、繊維くず、

畳、廃プラスチック類などが保管されていましたが、これらは一般家庭の家屋解体に

よる廃棄物がほとんどで、消火後の確認によりますと、主に木くずの燃焼による火災

でありました。 

議員ご質問の今回の事故による河川や大気の汚染につきましては、当施設が特別な

有害物質を処理する施設ではなく、また、廃プラスチック類もほとんど燃焼しなかっ

たことから、一般住宅の火災のように、一時的な煙による周辺への影響や消火排水に

よる河川の汚れはありましたが、大気や水質への汚染はなかったものと考えておりま

す。 

また、廃棄物の保管状況につきましては、保管量が処理業の許可要件となっている

焼却炉の処理能力の１４日分以内であったことから、法律上の違反とはなっていなか

ったものの、山積みに保管した上方部分のみの焼却処理を行い、下方部分は１年以上

処理しなかったことが発火の原因となったと考えられ、保管や処理の方法に問題があ

ったと考えられます。 

このことから、今後このような事故を防止するため、業務改善計画の提出するよう
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県が強く指導を行っており、事業者は新たな廃棄物の搬入、焼却処理等を自粛してい

るところであります。 

また、事業者との公害防止協定につきましては、平成７年３月に締結されたもので

あり、当時と現在の状況の変化や法の改正等も行われていることから、地元区や県と

協議しながら、現状に則した協定となるよう見直しをしてまいりたいと考えておりま

す。 

なお、今後の監督、指導につきましては、県との連携を密にしながら、強化を図っ

てまいるところであります。 

山川議員の２点目でございますが、特別職の退職手当につきましては、昨年の６月

定例会での田島議員のご質問でもお答えしておりますが、支給割合は、あわら市が加

入しております退職手当組合の支給条例に定められているものであります。 

この支給額について減額をするよう規定改正を求めるべきとのご意見でございま

すが、議員ご指摘のように、退職手当組合においては、現在支給率の見直しを検討し

ているように聞いております。 

私といたしましては、それらの検討結果を見守りながら判断してまいりたいと考え

ております。 

なお、退職手当算定の基礎となる特別職の報酬額でございますが、坂井郡内の他町

とほぼ同額でございますし、県内他市と比較しますと、低い水準となっております。 

この報酬額が適正かどうかにつきましては、今後、特別職等報酬審議会開催の際に、

併せて審議をお願いしてまいりたいと考えております。 

次に、退職手当組合の組織・運営の改革について申し上げます。 

現在組合議会議員は、坂井郡など各地域の代表からなる１２人と組合長及び副組合

長で構成されており、いずれも各市町村長がその職にあたっております。 

これら組織構成につきましても、見直しがあるようでございますので、私といたし

ましては、その過程の中で今後の組合議会のあり方について、議員ご指摘のような意

見も申し上げてまいりたいと考えております。 

最後の中学校統合問題に関するご質問でございますが、統合中学校の建設につきま

しては、昨年、市議会の所管委員会や全員協議会等の席上で、将来の生徒数の見込み

や建設に係る財源となる合併特例債の有効活用を含め、議論をいただき、統合中学校

の建設には、概ねご理解とご賛同をいただいたところであります。 

また、市民の皆さんへの説明につきましては、区長会や各地区の懇談会はもとより、

市ＰＴＡ連合会総会など、機会あるごとに統合中学校建設について説明し、広くご意

見をいただくとともに、ご理解をいただくよう努めてまいったところであります。 

統合中学校の建設は、今後の生徒数の減少や合併後の厳しい財政状況を考慮しての

ことであります。 

中学校の生徒数につきましては、平成１７年度は芦原中学校４１３人、金津中学校

５５３人であります。これが１２年後には、６７８人になる見込みであります。 

次に財政面では、芦原、金津の２つの中学校を建設した場合の試算額は、７０億で
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あります。一方、統合中学校を建設するとした場合の試算額は、５５億で、その差は

１５億円にもなるものであります。 

国庫補助金や合併特例債等を考慮すると、将来にわたって市の負担額に大きな差が

生じることは明白であり、今後のあわら市の財政状況を勘案すれば、負担軽減を図る

ことは重要不可欠であると考えております。 

また、教育委員会では、昨年より協議会を開催し、統合中学校建設に対する調査・

研究を進めているところであります。先ほどの大下議員の答弁でも申し上げましたが、

教育的観点からの検討も進められているところであります。 

今後のあわら市の中等教育機関のより良いあり方について、活発なご意見をいただ

くことになっております。 

議員ご指摘のように、新市の建設計画では芦原中学校の建設事業や金津中学校体育

館の改修事業など多くの事業が計画されておりますが、これらのいずれもが急を要す

るものばかりでありまして、今後は、地区懇談会や各種会合等で、あわら市の現状を

説明する機会を設けるように努力してまいりたいと思います。 

それから、先ほどからパブリックコメントにいろいろお話がございますが、パブリ

ックコメントは現在、統合するかしないかというのは各地区でお話をさせていただい

ておりますので、市民の皆さんの意見をパブリックコメントで聞くっていう事ではな

くですね、パブリックコメントというのは意見を聞かない所について、ご意見を伺う

ものでございまして、例えば統合中学校の概要図が出来たり、そういった段階で皆さ

んにパブリックコメントをかけたいと、そんなに思っているところでございます。 

○４番（山川知一郎君） 議長。 

○副議長（東川継央君） ４番、山川知一郎君。 

○４番（山川知一郎君） 第一点の産業廃棄物の火災事故につきましては、協定の改定

も考えておられるという事なので、ぜひ環境と住民の安全を守る立場で、強化をお願

いをしたいというように思います。 

二点目の報酬と退職金の問題ですが、市長、おっしゃるように、確かに他市と比べ

て高いとか、あわら市だけが突出してるとか、そういう事ではないというのは良くわ

かっておりますが、できれば私は、積極的にですね、特別職の報酬審議会で検討して

もらうという事でございますが、そういう事ではなくて積極的に引下げるというよう

にして頂ければ、市民も大いに納得するのではないかなというように思いますし、退

職手当て組合のあり方については、よその県では議会の代表も入っているところがあ

るという事でありますので、ぜひその当たりも踏まえて、意見を出していただきたい

なというように思います。 

中学校の問題ですが、私が一番お聞きしたかった、いつまでにこの統合問題の判断

を出されるおつもりなのか、その事については今のご答弁でもはっきりしなかったと

思いますので、ぜひその点についてお答えいただきたいのと、議論でいつも出てくる

芦原中を改築すれば、金津中も改築が必要だと言われますが、法的にですね金津中学

校の耐用年数というのは、あと何年あるのか。それから金津中学校の耐震度の測定と
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いいますか、そういうものはまだされていないと思いますが、されるおつもりがある

のかないのか、その点についても、ぜひお願いをしたいと思います。 

先ほどの不登校の件数等については、教育委員会の方からもお願いしたいと思いま

すが。 

○教育長（児島博光君） 議長、教育長。 

○副議長（東川継央君） 教育長、児島博光君。 

○教育長（児島博光君） 山川議員のご質問に対して、不登校の数を答えます。 

芦原中学校、７月１日現在で７名でございます。２年生が５名、３年生が２名、合

計７名でございます。金津中学校は１年生が３名、３年生が２名、合計５名でござい

ます。 

芦原中学校が２年生が５名、３年生が２名、合計７名、金津中学校は１年生が３名、

３年生が２名、合計５名で、７月１日でございます。 

○市長（松木幹夫君） 議長、市長。 

○副議長（東川継央君） 市長、松木幹夫君。 

○市長（松木幹夫君） 中学校の統合の判断はどうかという話しですが、議会では一応

今年度中にお話をするという事でございます。 

ただ、前も申し上げておりましたけれども、前の議会の時には概ねご賛成いただい

ているっていう事ですけども、今回、大下議員、山川議員、そういうような立場が一

応鮮明にされてきておりますので、議会の中でもう一度、いろいろとご意見を伺って

ですね、市の実情ももっと詳しく説明をさせていただきながら、議論を深めていく事

も大変重要でありますので、その辺、期限を設けて見切り発車はしたくないなと思っ

ていますので、しっかりと議論して行きたいと思っております。 

ただ、先ほどから答弁しておりますように、教育委員会の中で、いろいろとご協議

をいただいておりますので、それについて教育委員会から、上がってきますので、そ

れを判断いたしまして、地区懇談会とか、そういうようなものを進めてまいりたいと

思っております。 

それらで概ね、賛成を頂ければですね、議会の皆さん方に最終的にお諮りしてです

ね、進めていきたいと思っております。 

ただ、結論が全てありきではないという事は申し上げておきます。 

ただ、非常に厳しい財政状況の中で、もしそちらの方に、２校建設の方に踏み切る

となると、皆さんのご負担は避けられないという状況でございますので、この辺は充

分考えて頂かないと、こちらもやって、あっちもやってくれという事は出来ないとい

う事で、今までの議会の中でも充分説明をさせて頂きましたので、議会の皆さん方か

ら同意を得たものと思ってたんで、今回新しい議会でございますので、いろいろと考

え方があろうかと思いますけれども、その辺はもっと、議論を詰めていただければ、

お互い歩み寄れると思いますし、ご理解頂けるものと思っておりますので、今後努力

してまいりたいと思っております。 

○教育次長（吉村幸夫君） 議長、教育次長 




